
���������

���������



��������

��������	


宮城県保健環境センター年報　第２０号　２００２ －1－

衛生部に設置されていた細菌検査所と衛生試験室の２部門が合併されて衛生試験所として発足
仙台市跡付丁１番地（現勾当台会館）に新築移転し衛生研究所と改称
市内の大火により類焼
仙台市覚性院丁１６に新築移転
機構改正により総務課，細菌課，化学課の３課制施行
機構改正により庶務課，微生物部，理化学部，環境衛生部の１課３部制施行
第１８回保健文化賞受賞
同上受賞により知事より褒賞
機構改正により庶務課，微生物部，理化学部，環境衛生部，公害部の１課４部制施行
機構改正により公害部が公害技術センターとして独立。環境管理部，大気部，水質部，特殊公害部の４部制施行
現庁舎新築により移転
機構改正により宮城県総合衛生センター新設。衛生研究所庶務課は総合衛生センターの所管となる
機構改正により公害技術センターが生活環境部の所管となる
宮城県沖地震により甚大な被害を受ける
地震災害復旧工事完了
衛生研究所設立３０周年記念誌発行
公害技術センター設立１０周年記念誌発行
機構改正により総合衛生センター，衛生研究所及び公害技術センターが統合し「宮城県保健環境センター」１
局７部制となる（環境管理部を情報管理部と名称変更）
分庁舎新築（血清疫学情報センター）
機構改正により特殊公害部が大気部と統合され１局６部制となる
情報管理部内に環境情報センターを設置
行政改革推進計画に基づき班（グループ制）を導入する
特定化学物質検査棟新築
機構改正により試験検査部，保健環境センター古川支所が新たに設置され１局７部１支所制となる
５部の名称を変更

昭和２２．１．１
２４．７．１
２６．４．２２
２７．２．１８
３７．１．１
４１．４．１
４１．９．２０
４１．１１．５
４４．７．２１
４６．４．１
４７．４．１

４９．４．１
５３．６．１２
５４．３．３１
５５．３．３１
５６．７．３１
５７．８．１

６２．４．１
６３．４．１

平成２．８．３０
１１．４．１
１１．８．３０
１２．４．１
１４．４．１

１．各部の事務の総合調整に関すること総務班事　務　局副所長所　長

２．庶務に関すること

１．調査研究に係る総合的な企画及び調整に関すること企画情報部

２．保健衛生及び環境保全に関する情報の収集，解析及び管理に関すること

３．環境管理，環境影響評価及び自然保護等に関すること

４．血清の収集及び保存に関すること

５．保健衛生及び公害防止に係る研修及び指導の調整に関すること

１．細菌ウィルス，その他微生物に関すること微 生 物 部

２．臨床病理，血清及び遺伝子に関すること

３．試験研究用動物の飼育に関すること

１．食品の化学物質に関すること生活化学部

２．薬品，化粧品に関すること

３．家庭用品の化学物質に関すること

４．家庭内環境有害化学物質に関すること

１．微量化学物質に関すること環境化学部

２．資源循環に関すること

３．飲料水及び鉱泉に関すること

４．その他環境衛生一般に関すること

１．大気汚染に関すること大気環境部

２．自動車排出ガス，ばい煙及び粉じんに関すること

３．騒音及び振動に関すること

４．悪臭物質等に関すること

１．水環境の汚染に関すること水 環 境 部

２．公共用水域の底質の有害物質に関すること

３．工場等の排出水の水質に関すること

１．食品衛生に関すること試験検査部

２．その他生活衛生一般に関すること試験検査班古 川 支 所

（平成１４年４月１日現在）
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摘　　要欠（過）員現　員定　数区　分摘　　要欠（過）員現　員定　数区　分

ほか兼務職員２名－

－

７６

８５

７６

８５

技 術 吏 員

計

事務１，技術２

－

－

－

１

３

５

１

３

５

所 長

副 所 長

事 務 吏 員

氏　名職　　名部
名氏　名職　　名部

名氏　名職　　名部
名氏　名職　　名部

名

鈴木　　隆（兼）部　　長

試　
　

験　
　

検　
　

査　
　

部

鈴木　康民部　　　長

大　
　

気　
　

環　
　

境　
　

部

植木　　洋研 究 員

微　

生　

物　

部

森　　　明所 長

梅津　幸司技 術 次 長新垣　康秀総括研究員山木　紀彦研 究 員熊谷　　昇副 所 長（ 兼 ）
（ 事 務 局 長 ）

加藤　玲子技 術 次 長佐藤　信俊総括研究員後藤　郁男技 師渡辺　丈夫副 所 長

川野　みち技 術 次 長高橋　誠幸総括研究員佐藤　由美技 師鈴木　　隆副 所 長（ 兼 ）
（試験検査部長）

伏谷　　均技 術 主 幹小野　研一上 席 主 任
研 究 員有田　富和技 師海野金次郎（兼）（衛生研究担当）（仙

台保健福祉事務所長）

菅原　優子技 術 主 幹中村　栄一上 席 主 任
研 究 員佐々木美江技 師熊谷　　昇（ 兼 ）局 長

事

務

局

那須　　務技 術 主 査木戸　一博上 席 主 任
研 究 員山口　友美技 師加藤　慶太次 長

（総括担当）

千葉　美子技 術 主 査北村　洋子上 席 主 任
研 究 員菊地奈穂子技 師内海　逸郎次 長

（班　長）総

務

班

名村真由美技 師菊地　英男上 席 主 任
研 究 員大江　　浩部 長

生

活

化

学

部

菊地　正志主 査

坂本　和臣支所長（兼）大崎保健
福祉事務所技術副所長

古　
　

川　
　

支　
　

所

小泉　俊一主任研究員石川　　潔総括研究員北原　真理主　　事

及川　敏彦技術主幹
（班長）

試　

験　

検　

査　

班

佐久間　隆副 主 任
研 究 員高橋紀世子上 席 主 任

研 究 員廣島　　梢主　　事

加茂えり子技術主幹宮城　英�副 主 任
研 究 員氏家　愛子上 席 主 任

研 究 員小葉松英行部 長

企　

画　

情　

報　

部

小林　妙子主任主査阿部　時男部 長

水　
　
　

環　
　
　

境　
　
　

部

赤間　　仁副 主 任
研 究 員仁平　　明総括研究員

氏家　雪乃技術主査牧　　　滋総括研究員曽根美千代研 究 員阿部　和男総括研究員

日野久美子技術主査栗野　　健総括研究員長船　達也技 師宇野　和生総括研究員

後藤つね子技 師小山　孝昭総括研究員高橋　正弘部 長

環

境

化

学

部

小室　健一上 席 主 任
研 究 員

千葉　圭子技 師清野　　茂上 席 主 任
研 究 員斎藤　善則総括研究員小林　　孜上 席 主 任

研 究 員
研究職（６３名）
　所　　　　　　長　１名
　副　　　所　　　長　２名
　部　　　　　　長　６名
　総 括 研 究 員　１１名
　上席主任研究員　１６名
　主 任 研 究 員　６名
　副 主 任 研 究 員　６名
　研　　　究　　　員　６名
　技　 術　 吏　 員　９名
医療職（１５名）
　技　 術　 吏　 員　１５名
行政職（７名）
　事　 務　 吏　 員　６名
　技　 術　 吏　 員　１名

渡部　正弘主任研究員�　　　茂上 席 主 任
研 究 員茂木　正子技 術 主 幹

阿部　公恵副 主 任
研 究 員加藤　謙一上 席 主 任

研 究 員白取　博志主任研究員

三沢　松子研 究 員鈴木　　滋上 席 主 任
研 究 員秋山　和夫部 長

微　

生　

物　

部

吉田　徳行研 究 員佐藤　好克上 席 主 任
研 究 員齋藤　紀行上 席 主 任

研 究 員

阿部　郁子技 師佐藤真貴子上 席 主 任
研 究 員沖村　容子主任研究員

清野　陽子主任研究員渡邉　　節主任研究員

泉澤　　啓副 主 任
研 究 員畠山　　敬副 主 任

研 究 員

中村　朋之技 師佐藤千鶴子研 究 員

、
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宮城県保健環境センター年報　第２０号　２００２ －3－

摘 要決　算　額科　　　　　目摘要決　算　額科　　　　　目

６１，７４０
６１，７４０
３７，５６５
３７，５６５
３７，５６５

２，４１３，６３５

　０２　財産売払収入
　　０２　物品売払収入
１４　諸 収 入
　０６　雑　　　　入
　　０５　雑　　　　入

計

２，３１４，３３０
１，３３０
１，３３０

２，３１３，０００
２，３１３，０００
６１，７４０

０８　使用料及び手数料
　０１　使 用 料
　　０１　総務使用料
　０２　手 数 料
　　０２　衛生手数料
１０　財 産 収 入

摘　要決　算　額科　　　　　目摘　要決　算　額科　　　　　目

５７，２９８，８０１
２７６，９７２

５７，０２１，８２９
２８３，８９８
２８３，８９８

１１０，２５９，４０６
１０９，６５３，００８
５８５，８８１
２０，５１７

１５，８０４，６５６
１５，８０４，６５６
１５，８０４，６５６
２７２，４９２
２７２，４９２
２７２，４９２

２８９，３０９，５３５

　０３　公害対策費
　　０１　公害総務費
　　０２　公害防止費
　０４　保 健 所 費
　　０１　保 健 所 費
　０５　医 薬 費
　　０１　医薬総務費
　　０５　薬 務 費
　　０７　栄養管理対策費
０６　農林水産業費
　０５　林 業 費
　　０４　水産業振興費
０７　商 工 費
　０３　企業指導費
　　０３　工業技術指導費

計

２，１０８，２６０
１２９，５７７
１２９，５７７
６５２，９５０
６５２，９５０
１，３２５，７３３
１，３２５，７３３
２６５，１１８，１２７
５０，９９２，７１４
２９，７８０，４４６
２１，１０７，１６８
１０５，１００

４６，２８３，３０８
５，１１２，６３２
９，９０３，４０４
１，２６７，２７２

０２　総 務 費
　０１　総務管理費
　　０２　人事管理費
　０６　防 災 費
　　０２　防災対策費
　１０　生活環境費
　　０１　生活環境総務費
０４　衛 生 費
　０１　公衆衛生費
　　０２　母子保健費
　　０４　伝染病対策費
　　０５　結核対策費
　０２　環境衛生費
　　０２　食品衛生指導費
　　０３　環境衛生施設指導費
　　０４　環境衛生諸費

摘　要数量用　　　　　途規　　　　　　　格名　　　　　　称

１

１

１

３

１

１

２

２

１

１

１

１

１

１

血液疫学情報センター業務

ウイルス観察

微生物検査

検体保存

先天性代謝異常検査用

ウイルスの培養

ウイルスの分離

試験検査

電子顕微鏡付属

電子顕微鏡付属

試験検査

　　〃

　　〃

　　〃

ＩＢＭ　ＰＳ５５３０Ｚ

日立　Ｈ－５００

日立　ＳＣＶ－１３００ＥＣ�Ｂ

レブコ　ＵＬＴ－７１２０

日立　Ｌ８５００

平沢　ＣＰＯ－１７０ＷＭ

久保田　ＭＯＤＥＬ７８２０

ベックマン　ＴＬ－１００

エイコウエンジニアリング　ＩＢ－１０Ｓ

エイコウエンジニアリング　ＶＸ－１０Ｓ

米国バイオラッド社　１７０－３６７１ＤＡ

バイオラッドラボラトリーズ社　Ｃｈｅｍｉ　Ｄｏｃ

米国ベックマン社　ｏｐｔｉｍａＬ－７０Ｋ

日立　ＣＨ－３３

　（企画情報部）

高速液体クロマトグラフシステム

　（微生物部）

電子顕微鏡

安全キャビネット

超低温槽

アミノ酸分析計

炭酸ガス培養器

高速冷却遠心機

微量高速冷却遠心機

イオンエッチング装置

多層膜真空蒸着装置

パルスフィールド電気泳動システム

電気泳動解析装置

多機能超遠心器

ＣＯ２インキュベータ
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摘　要数量用　　　　　途規　　　　　　　格名　　　　　　称

１

１

１

１

１

４

１

１

１

１

１

１

１

１

１

１

１

１

１

４

１

１

１

１

１８

１

６

１

１

６

２

１

１６

３

１

３

１

１

１

１

１

１

１

試料の分離精製

試験検査

器具の滅菌

遺伝子解析

　　〃

微量成分の分離定量

特殊有害物等の検査

比色定量分析

有害物質等の検出用

微量成分の分離定量

分析用

　〃

微量成分の分離定量

試験検査

クリプトスポリジウムの検査

浸出水検査

微量金属類の分析

試験検査用

微量成分の分離定量

水道水等の検査

微量有機化学物質の分析

試験検査

試料の調製

大気汚染観測用

　　　〃

大気中の浮遊粒子状物質測定

大気測定用

大気汚染観測局用

大気汚染測定用

環境測定

　　〃

大気中の窒素酸化物の測定

大気測定用

蛍光物質の定量

大気汚染防止対策

　　　　〃

測定用

大気汚染防止対策

排気ガス測定用

燃焼中のイオン測定

酸性雨調査

測定用

ハイランド　ＬＫＢ

オリンパス　ＡＨＢＴ－ＦＬ

サクラＡ�Ｓ－００６

ＡＢＩＰＲＩＳＭ３１０－２０

アトー㈱ＡＥ－６９２０Ｍ－０２Ｋ

ＨＰ－５８９０�外

日立　Ｚ－６１００

島津　ＵＶ－２２００

パーキンエルマー　１６４０ＦＴ－ＩＲ

島津　ＬＣ－１０Ａ

ウォーターズ　ＳＦ２１２０

島津　ポストカラム装置一式

ＨＰ社製　ＨＰ１１００シリーズ　ＨＰＬＣシステム

ＨＰ６８９０

日本光学　ＶＢＳ－ＦＴ－３５２１５６２

オリンパス光学工業�　ＡＸ７０型

日立　Ｚ－８２７０

日立　１７０－５０Ａ

島津　ＵＶ－２６０

ＨＰ－５８９０�外

ＤＸ－ＡＱ１１２０

ＨＰ－５８９０�

ベスト測器社　ＢＣＯ－６１１

日本ミリポア　ミリ－ＱＳＱＧ－１０Ｓｖｏｃ

日本公害防止センター　ＲＥＣ－１外

日本電気　ＵＴＩ－８００

柴田科学　ＢＡＭ－１０２

ＤＫＫ　ＧＮ－７２Ｈ

ＫＴＤ－１０００

ＤＫＫ　ＧＸＨ－７３－Ｍ２外

日東紡音響エンジニアリング�　ＤＬ－８０ＰＴ

日本電子�　ＪＭＳ－ＡＭ２１５型卓上型ＱＭＳ

紀本電子　ＭＯＤＥＬ－２３２外

堀場　ＡＰＨＡ－３５００外

島津　ＵＶ－２００

紀本電子　ＭＯＤＥＬ－３３１外

ＧＲＨ－７６Ｍ－１

日本インスツルメンツ　マーキュリー－ＳＰ－３

堀場　ＡＰＭＡ－３５００

ベスト測器　ＢＣＬ－６１１　Ｂ－８７０００５ＢＩＲ

リガク　サルファーＸ３５７６

柴田科学　ＡＷ－３０１

ＭＳ－４２　ＦＴ　ＤＷ－１　Ｋ－８５０

分画分取装置

蛍光顕微鏡

高圧蒸気滅菌装置

ＤＮＡシーケンサ

ＤＮＡ解析システム

（生活化学部）

ガスクロマトグラフ

原子吸光光度計

自記分光光度計

赤外分光光度計

高速液体クロマトグラフシステム

ゲル浸透クロマトグラフ（ＧＰＣ）

理化学分析機器

高速液体クロマトグラフ

ガスクロマトグラフ

生物顕微鏡

（環境化学部）

蛍光落射顕微鏡

原子吸光光度計

原子吸光分光光度計

自記分光光度計

ガスクロマトグラフ

イオンクロマトグラフ

質量検出器付ガスクロマトグラフ

ポータブルＣＯ／Ｏ２分析装置

超純水製造装置

（大気環境部）

データ回収装置

データ収録装置

浮遊粒子状物質計

フッ素計

逆転層計

オキシダント計

環境騒音観測装置

ガスクロマトグラフ質量分析計

窒素酸化物計

炭化水素計

分光光度計

二酸化硫黄粉じん計

硫黄酸化物粉じん計

水銀測定専用装置

一酸化炭素計

ＮＯＸガス分析計

蛍光Ｘ線イオウ分析計

酸性雨自動測定装置

温度湿度日射計
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摘　要数量用　　　　　途規　　　　　　　格名　　　　　　称

１

５

２

１

１

４

１

１

１

１

２

１

１

１

１

１

２

１

１

１

３

１

１

１

１

１

１

１

１

１

１

１

１

１

１

１

１

１

１

大気の風向風速測定用

航空機騒音測定用

　　　　〃

自動車騒音測定用

大気測定

大気測定

地方公害研究用

大気汚染観測局用

大気汚染監視用

大気測定

大気汚染測定用

煙道検査用

有機物化合物の構造解析確認

海域水質の連続測定

水質測定

ＮＰ等の自動分析

流量測定

水の有機炭素分析

生物試験用

微量成分の分離測定

微量成分の分離測定

ゴルフ場農薬測定

水質保全対策用

金属類の分析

環境測定

水質保全対策用

ＮＰ等の自動分析

重金属類の分析

ダイオキシン測定用

　　　　〃

　　　　〃

　　　　〃

試験検査

　　〃

　　〃

重金属分析

試験検査

　　〃

海上電気　ＳＡ－２００

リオン　ＮＡ－３５外

リオン　ＮＡ－３３外

　　〃　　　　外

東亜電波工業　ＩＣＡ－５０００

日立　２６３－７０外

日本ウオートターズリミテット

日本電気

Ｎ４５００－１０

クロムパック　ＣＰ４０１０　ＰＴＩ／ＴＣＴ

ＤＫＫ　ＣＧＳ－１２

濁川理化工業　ＮＧＺ－５０Ｓ

ウォーターズアライアンスＰＤＡシングルシステム

日立　２７０－３０

東亜電波工業　ＷＱＭＳ外

東亜電波工業　ＣＯＤＭＳ－ＯＷＡ

ＴＲＡＡＣＳ－８００　４ＣＭ仕様

ＮＫＳ　システムＱ

ＴＯＣ－５００　ＶＯＣ付

矢沢科学

ＨＰ－５８９０シリーズ�

ＨＰ－ＧＩ８０１Ｃ　ＧＣＤ

日本ミリボア　ＬＣモジュールＩ／ＰＤＡ

ＨＰ－５９７２Ａ

日立　Ｚ－８２３０

三洋電機メディカシステム

島津製作所　ＱＰ５０５０Ａ

テクニコン　ＡＡ－２型

日立Ｐ－５０００型

サーモクエスト製　ＭＡＴ９５ＸＬ

日本ミリポア　ミリーＱ　ＥＤＳ－１０Ｌ

日本ダイオネクス　ＡＳＥ－２００

Ｔｒａｃｅ２０００外

島津製作所　ＬＣ－２４０外

島津　ＧＯ－９ＡＰＦ

ＵＶ－２６０型

三英製作所　ＤＳＣ－８Ｋ

Ｌ－Ｔ１００

ＨＰ６８９０シリーズ

超音波式風向風速計

航空機騒音自動測定装置

航空機騒音用自動演算騒音計

自動車騒音移動固定用測定装置

イオンクロマトグラフ

ガスクロマトグラフ

高速液体クロマトグラフ用送液ポンプ

気象短波ＦＡＸ受信システム

大気汚染監視システム

揮発性成分濃縮導入装置

校正用ガス調整装置

記録式動圧平衡型自動ダスト試料採取装置

高速液体クロマトグラフ分析システム

（水 環 境 部）

赤外分光光度計

海域水質自動監視装置

ＣＯＤ自動測定装置

オートアナライザー

ポータブル流量計

全有機炭素計

生物培養装置

ガスクロマトグラフ

ガスクロマトグラフ

高速液体クロマトグラフ

ガスクロマトグラフ質量検出器

原子吸光分光光度計

プレハブ低温室

ガスクロマトグラフ質量分析計

オートアナライザー

ＩＣＰ質量分析装置

（特定化学物質検査棟）

高性能ガスクロマトグラフ質量分析計

超純水製造装置システム

高速溶媒抽出装置

四重極イオントラップ型質量分析計

（試験検査部）

高速液体クロマトグラフ

ガスクロマトグラフ

自記分光高度計

ドラフトチャンバー

（古 川 支 所）

高速液体クロマトグラフ

ガスクロマトグラフ

１６５合　　　　　　計
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備　　　考内　　　　容対　　象　　者研 修 名 称年月日

微生物部

３日間

ＳＲＳＶのＰＣＲ法による検

出
水産研究開発センター２名ＳＲＳＶ技術研修

１３．４．９

～４．１１

情報管理部

１日間
食中毒事件処理について

保健福祉事務所食品衛生監

視員６名

食品衛生関係業務担当新

任職員研修
１３．５．１０

大気部

２日間

騒音・振動・悪臭の基礎知

識，測定技術講習

保健福祉事務所環境公害班

及び市町村公害担当者３８名

騒音振動・悪臭技術研修

会

１３．５．９

～５．１０

微生物部

５日間

レジオネラ属菌の分離と同

定法

宮城県公害衛生検査セン

ター
レジオネラ属菌技術研修

１３．６．４

～６．８

環境衛生部

延べ４日間

県水道水質管理計画に基づ

く精度管理

県内水道事業体，検査機関

１３機関２７名

平成１３年度水道水質検査

担当者技術研修会

１３．６．１３

～

１４．２．６

環境衛生部

５日／回×２回

クリプトスポリジウム検

出・同定法
県内水道事業体３名

平成１３年度クリプトスポ

リジウム試験法研修

１３．８．２７

～８．３１

１３．９．２６

～９．３０

微生物部

１５日間
感染症流行予測調査トルコ人２名

トルコ感染症対策プロ

ジェクト「感染症流行予

測調査」に係る研修

１３．１１．２６

～１２．１４

微生物部

４日間

食中毒菌のＰＣＲ法による

検出
試験検査部古川支所ＰＣＲ技術研修

１４．１．２６

～１．３１

情報管理部

２日間

ウィルス対策について

ＷＩＳＨの利用方法
保健所職員１１名情報処理システム研修

１４．１．２８

１４．２．２２

備　考開 催 場 所主 催 機 関
講 演 会 等 の

名称・参加人数
演　　題　　等年月日

情報管理部
ホテル松島

　「大観荘」

�日本食品衛生協

会

�日本食品衛生協

会会員４８０名

我が国で発生した食中毒の

経済的損失について
１３．４．１９

生活化学部県庁環境生活部
平成１３年度食品衛

生担当者会議
理化学検査に係る話題１３．５．２４
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　平成８年度から以下のネットワークを活用した学術情報の収集を行い，業務の遂行に役立てている。

　　・インターネット

　　・ニフティサーブ

　　・神奈川県環境科学センター　ＫＩＳ－ＮＥＴ
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備　考開 催 場 所主 催 機 関
講 演 会 等 の

名称・参加人数
演　　題　　等年月日

微 生 物 部県庁環境生活部
平成１３年度食品衛

生担当者会議

細菌性食中毒の原因菌と検

査
１３．５．２４

環境衛生部
仙台市若林区

　「サンフェスタ」
日本工業新聞

東北テキノサイエ

ンスセミナー５０名
ダイオキシンの環境分析１３．６．２８

情報管理部
�宮城県学校給食会

会議室

�宮城県学校給食

会

学校給食納入業者

６９名

学校給食による食中毒とそ

の対策
１３．７．３０

情報管理部宮城県貞山高等学校
県教育庁健康教育

課

学校給食調理員５５

名

学校給食による食中毒とそ

の対策
１３．７．３１

環境衛生部福島市
岩沼市１市３町水

道水質検査協議会

水質保全研修会１１

名

水環境における環境ホルモ

ン等の化学物質問題につい

て

１３．８．３０

微 生 物 部エコパークみやぎ
宮城県公衆衛生協

会

登録衛生検査設置

者の行う研修

腸管出血性大腸菌の細菌の

動向
１３．９．１０

微 生 物 部保健環境センター環境生活総務課
部門別業務検討研

修会

食中毒原因菌のＰＣＲ法に

よる病原因子決定法
１３．９．２８

水 質 部古川市水道部
大崎地方水道検査

協議会

平成１３年度水道担

当者研修会３０名
鳴瀬川の水環境１３．１０．５

情報管理部仙台国立病院
厚生労働省東北厚

生局

国立病院・療養所

栄養士及び調理員

４０名

医療機関における食中毒の

特徴とその対策
１３．１０．１１

大 気 部仙台市綜合衛生学院
公衆衛生学講義３０

名
公害防止１３．１１．１２

水 質 部仙台市綜合衛生学院
公衆衛生学講義２５

名
水質汚濁・公害対策１３．１１．２６
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発　　　行　　　所書　　　　　　　　名

情 報 管 理 部

American　Association　for　The　Advancement　
of　Sｃｉｅｎｃｅ
Cambridge　University
公害対策技術同友会         
�環境情報科学センター 
公害研究対策センター       
全国公害研会誌事務局       
日本公衆衛生学会
科学技術振興事業団　　     
環境技術研究協会          
�環境調査センター     
科学技術振興事業団
�大阪生活衛生協会    
�ぎょうせい          
�日本鳥類保護連盟

Science
　
Epidemilogy　and　Infection
資源情報科学
環境情報科学
官公庁公害専門資料
全国公害研会誌
日本公衆衛生学会誌
科学技術文献速報（環境公害編）
環境技術
環境研究
環境管理
生活衛生
かんきょう
私たちの自然

微 生 物 部

THE UNIVERSITY OF CHICAGO PRESS
近代出版                             
医学書院                             
TOHOKU UNIVERSITY MEDICAL PRESS
American Society for Microbiology
診断と治療社
日本経済新聞社　

THE LANCET
The Journal of Infectious Diseases
臨床と微生物
臨床検査
THE TOHOKU JOURNAL OF EXPEROMENTAL MEDICINE
JOURNAL OC Clinical Microbiology
小児科診療
日経サイエンス

理 化 学 部

�日本食品衛生協会
�日本食品衛生学会
�食品化学新聞社

Bulletin of Environmetal Contamination and Toxicology
Journal of AOAC International
食品衛生研究
食品衛生学雑誌
月刊フードケミカル

環 境 衛 生 部
�日本分析化学会
�日本分析化学会
�日本水道協会
�環境産業新聞社
�日本環境衛生センター
�日本薬学会
�日本下水道協会
廃棄物学会
�日本環境測定分析協会
�日本水環境学会

ぶんせき
分析化学
水道協会雑誌
都市と廃棄物
生活と環境
衛生化学
下水道協会誌
廃棄物学会誌
環境と測定技術
水環境学会誌

大 気 部

日本気象学会      
�大気環境学会
�日本音響学会
�臭気対策研究協会
�日本音響材料協会
�日本騒音制御工学会

天　気
大気環境学会誌
日本音響学会誌
臭気の研究
音響技術
騒音制御

水 質 部

�日本水環境学会
産業用水調査会
�月刊水発行所
�日本学会事務センター
日本水処理技術研究会
日本環境化学会

水環境学会誌
用水と廃水
　　水
陸水学会誌
水処理技術
環境科学　Limnology
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　平成１３年度に実施した主な事業は、次の保健情報及び

環境情報に関した業務並びに食品衛生法に基づく当セン

ター及び保健所の食品の試験検査業務（GLP）の信頼性

確保部門としての業務である。平成１３年度の業務内容を

表１に示し、その概要を述べる。
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　本事業は，国内で発生する各種感染症の常時監視体制

を整備することによって，感染症の流行の実態を早期か

つ適切に把握するとともに，その情報を速やかに地域に

還元して，各種感染症のまん延の未然防止を図ることを

目的とするもので，平成１１年４月１日から施行された

「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する

法律」に基づく事業である。
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　昭和５９年度から宮城県独自に，県内の感染症の患者の

発生情報の収集・解析及び還元等に関する事業を開始し

た。その後，昭和６２年１月，「結核・感染症サーベラン

ス事業実施要綱」が定められて，全国の保健所，都道府

県・指定都市，厚生省をコンピュータオンラインで結び，

全国規模で結核その他の感染症の患者発生情報等を収集，

解析及び還元する「結核・感染症発生動向調査事業

（旧・サーベイランス事業）」に拡充され，当センター

はこのシステムの宮城県の中核となる宮城県結核・感染

症情報センターとしてその事業に当ってきた。本事業は，

平成１１年４月１日施行の「感染症の予防及び感染症の患

者に対する医療に関する法律」に引き継がれ，仙台市を

含む宮城県全域の患者情報の迅速な収集，解析，還元の

中核としての機能を有する基幹感染症情報センターとし

て事業の拡充を行った。
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　パソコンを用いた情報解析システムによってデータの

集計及び解析（グラフ化）を行い，情報を還元している。
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　本法で全ての医療機関で報告が義務づけられている１

類感染症，２類感染症，３類感染症，全数報告４類感染

症，及び県内医療定点（県６６ヶ所及び仙台市５４ヶ所）か

ら毎週報告される定点報告４類感染症（２１疾病）の患者

発生情報及び患者の病原体検出情報を県内各保健所を経

由して収集して毎週集計の上，中央感染症情報センター

（国立感染症研究所）へオンラインにより報告した。

　また，本所は宮城県感染症発生動向調査情報解析部会

設置要領に基づく解析部会事務局として，集計した情報

をグラフ化して，これらを毎週１回週報として保健所，

市町村，宮城県医師会，宮城県地域医療情報センター，

医療機関，県教育委員会等に還元するとともに，イン

ターネットホームページにさらに詳しい情報をグラフ化

して広く還元した。なお，解析部会事務局として「宮城

県感染症発生動向調査委員会情報解析部会」による解析

コメント作成に関わり，４～５日前の県内の流行状況が

迅速で分かりやすい情報の還元に努めるとともに，県民

の感染症の予防と良質かつ適切な医療の提供に有用な情

報となるように努めた。平成１３年の各疾病別患者数は表

２のとおりである。
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　県内医療定点（県内１８ヶ所及び仙台市内１２ヶ所）から

報告される月報報告感染症（７疾病）の患者発生情報及

びこれらの患者の病原体検出情報を，毎月集計の上，中

央感染症情報センター（国立感染症研究所）へオンライ

ンにより報告した。

　また，これらの情報を週報と同様な方法によりグラフ

化し，解析コメントを作成して，毎月１回月報として保

健所，市町村，宮城県医師会，宮城県地域医療情報セン

ター，医療機関，県教育委員会等に広く還元した。平成

１３年の各疾病別患者数は表３のとおりである。
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事　　　業　　　名分　　類

�　結核・感染症発生動向調査事業
�　GLPの信頼性確保部門事業
�　血清疫学情報センター事業
�　環境基本計画推進事業
�　地域環境保全対策事業

１　一般業務

情報システム研修事業２　研　　修

地域環境ガイドの構築による住民要求
度調査

３　調査研究

患者数疾　　　病　　　名
９，４２８
１０５
２，３５１
１７，７６５
４，４６６
１，９８６
６０３
２，０４４
７９
３８

３，８６５
２４２
２７４
１２
１５５
０
３
２
２０４
６６
３

１．インフルエンザ
２．咽頭結膜熱
３．Ａ群溶血性レンサ球菌咽頭炎
４．感染性胃腸炎
５．水　　　痘
６．手 足 口 病
７．伝染性紅斑
８．突発性発疹
９．百　日　咳
１０．風　　　疹
１１．ヘルパンギーナ
１２．麻　　　疹
１３．流行性耳下腺炎
１４．急性出血性結膜炎
１５．流行性角結膜炎
１６．急性脳炎（日本脳炎を除く）
１７．細菌性髄膜炎（真菌性を含む）
１８．無菌性髄膜炎
１９．マイコプラズマ肺炎
２０．クラミジア肺炎（オウム病を除く）
２１．成 人 麻 疹

４３，６９１合　　　　　　　計
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　平成９年から食品衛生法施行令等の一部改正に基づい

て，保健所及び保健環境センターの食品の試験検査業務

管理（GLP）の信頼性確保部門としての事業を実施して

いる。

①　平成９年度；「宮城県保健環境センターにおける食

品衛生検査等の業務管理要綱」等の整備及び各標準作

業書の作成

②　平成１０年度；食品の検査又は試験に関する事務管理

が適正に行われているか確認するための具体的方法を

検討し，また各保健所の状況に応じて「試験品採取マ

ニュアル」及び「試験検査の業務管理に関する内部点

検記録簿」の原案を作成した。

③　平成１１年度；「試験検査の業務管理に関する内部点

検記録簿」を作成し，これに基づき仙南，塩釜，大崎，

石巻，気仙沼保健所及び本センター微生物部，理化学

部における試験検査業務管理状況を立入調査した。

④　平成１２年度；「宮城県保健環境センター内部点検実

施要領」を作成し，本センター及び古川支所の立入検

査を実施した。

⑤　平成１３年度；昨年度上記要領に基づき実施した内部

点検結果に基づく改善状況の確認等を行い，各検査部

門における試験検査業務の信頼性向上に努めた。

　　なお，当センターのGLP業務管理は次の組織体制で

行っている。◎検査部門責任者は，副所長，◎検査区

分責任者は，微生物検査及び動物使用検査（微生物関

係）；微生物部長，理化学検査及び動物使用検査（貝

毒）；理化学部長，◎信頼性確保部門責任者；情報管

理部長及び当該責任者が指定した職員１名（情報管理

部職員）。
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　老人病，感染症等の多様な疾病に関する疫学情報や血

清検査情報の収集と解析及び各種検体の採取，保存等を

行い，これら疾病の発生状況を解明することにより，疾

病の発生防止に資する。

①　東北大学加齢医学研究所（旧・抗酸菌研究所）から

寄贈された血清及び関係資料を整理・保管している。

②　これら資料のうち，患者台帳及び集団検診台帳の整

備を実施し，データをコンピュータに入力している。

③　上記の血清を新たなシステムにより管理するための

分注作業を計画どおり行い，分注作業を終了している。

④　血清を管理するためのコンピュータプログラムを開

発し，データベースの構築を行っている。

⑤　血清分注データと患者台帳及び集団検診台帳との照

合を行っている。

⑥　その他，伝染病流行予測事業で収集された血清につ

いても，コンピュータで管理している。
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　環境基本計画の円滑な運用に資するため，環境に関す

るデータの加工，解析を行うとともに，環境情報システ

ムの整備を図る。
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　スプライン法により全県における硫黄酸化物及び窒素

酸化物のメッシュ濃度の推定計算を行った。
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　環境政策課で印刷発行した「宮城県環境白書」の作成

に当たり，大気，水質，騒音に関するデータの作表作図

を行った。
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　平成１２年１１月に再構築した保健所公害関係届出システ

ムについて，保健所職員に対して技術指導を行った。
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　平成１２年度に導入したGIS（地理情報システム）の技

術習得を図るとともに，環境及び関連データのうち１㎞

メッシュデータについて，任意に分級・ランク化し，宮

城県の地図上にメッシュ表示できるようにした。

　　��������	
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　環境政策課が実施する上記業務について，その方法を

検討するとともに技術的支援を行った。
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　快適で潤いのある生活環境を形成していくため，地域

における環境保全活動の基盤の整備を支援する。

　　��������	
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　「宮城県環境情報センター」を当センター内に設置し，

地域住民等に対し環境保全に係る情報の提供を行える体

制を整備するとともに，環境に関する資料，書籍等の収

集を行った。収集実績及び利用状況は表４，表５のとお

りである。
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　本県では，地域住民の自主的な環境保全活動を支援す

る目的で，地域のリーダーとして「環境保全活動アドバ

イザー」を委嘱しており，その２９名のアドバイザーの活

動を支援するため，平成１４年２月に研修会を実施した。

－10－

患者数疾　　　病　　　名

２７３

５５

４６

１０１

３４５

９０

１０

１．性器クラミジア感染症

２．性器ヘルペスウイルス感染症

３．尖形コンジローム

４．淋菌感染症

５．メチシリン耐性黄色ブドウ球

菌感染症

６．ペニシリン耐性肺球菌感染症

７．薬剤耐性緑膿菌感染症

９２０合　　　　　　　計
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　情報システム研修要領に基づく研修を実施することに

より，保健所職員の情報処理能力の向上に資する。保健

所職員に対して次の研修を実施した。

��������	
�

��� � � �

��������	
��
��������

　環境情報提供の試みとして，GIS（地理情報システ

ム）を用いて，宮城県の地図上に大気・水質の観測点を

表示するとともに，それらの環境質の経年変化を表示し

たものを，インターネットで公開した。

　また，その内容に対してアンケート調査を実施した。

宮城県保健環境センター年報　第２０号　２００２ －11－

����������

平成１４年３月３１日現在　
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部　数内　　　　　　容種　別

９９０気象，水象，地象，動植物，自
然公園等自然環境

２，００５環境公害白書，公害資料等公　　害

１，５１０県勢・市町村要覧，人口・産業
等各種統計，都市施設，交通等社会経済

３７４国土利用計画，都市計画，県長
期総合計画，公害防止計画等各種計画

５５０都市計画，工場立地計画，植生
図，遺跡地図等地 図 類

１９７都道府県・県内市町村の環境公
害関係条例・規則

条 例 ・
規 則 等

２，１５９地球環境問題，都市・生活型公
害，自然保護

環境関係
書　　籍

３，８０４研究報告，各種パンフレット，
リーフレット等そ の 他

２２６地球環境問題，水質汚濁，大気
汚染，環境美化，ごみ問題等

ビデオソフト
・CD　ROM

１１，８１５計
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利用者数利　　　用　　　目　　　的
　３１環境影響評価調査
　１１開発計画調査
　２工場立地調査
　１４学 術 調 査
　０意見・要望等提出のための調査
　１報　　　　道
　０照会に対する回答作成
　１１行政上の参考
１４７そ の 他
２１７　　　計
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���������������※２人重複利用

備　　　考研修参加
延べ人数研 修 コ ー ス

保健環境センター
職員実施

４２名パソコン基本ソフト研修

４２名計

　注：情報処理基本研修：ワープロ、表計算、データベースの
基本的操作法等の修得

利用者数利　　用　　内　　容

４５人見 学 者

２５人
エコマーク商品・パネル等展示用品貸し
出し

３６人ビデオソフト貸し出し

１１３人行政資料及び図書資料の貸し出し

各種リーフレットの提供

２１９人計



　微生物部の業務は，ウイルス，リケッチア，血清，細

菌，臨床検査，獣疫，医動物に関する一般依頼検査，行

政検査及び調査研究と実験動物の飼育管理を行っている。

また，試験検査部及び古川支所職員研修，大学又は企業

等からの委託研修，精度管理を実施している。平成１３年

度の業務実績を表１に示した。以下に業務内容の概要に

ついて述べる。
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　開業医及び医療機関等から依頼された，ウイルス，細

菌等の検査を行っている。
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　健康対策課，生活衛生課，薬務課，こども家庭課及び

保健所など行政からの要請で行う検査や感染症発生動向

調査事業を実施している。

　県内で発生した食中毒検査及び２，３類感染症検査は，

平成１２年から微生物部，試験検査部及び古川支所と共同

で実施している。平成１３年度は米国で発生した炭疽菌バ

イオテロ関連で，県警本部から炭疽菌検査の要請があっ

た。また，感染症発生動向調査事業においては，感染症

発生状況及び動向の把握，ならびに病原体の検査を含め

た情報の収集を行っている。情報管理部と共同で情報の

解析を行い，解析部会の承認を経て週報，月報として還

元している。４類感染症（定点把握対象）では，病原体

定点医療機関からの検体について病原体分離を行う予定

であるが，国からの病原体検査指針（仮称）の提示を

待って平成１４年度から実施することとしている。その他

日常実施されている調査等の結果に基づき健康対策課と

協議の上，積極的疫学調査を実施している。

　産業経済部を主体とした部横断型事業「食材王国みや

ぎの創造」に関連して，養殖貝類生産安全総合対策事業

を実施した。通年にわたり，かき，河川水及び養殖海水

のSRSV（NV）汚染状況調査を実施した。

－12－
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データ数調査件数業　　　　務　　　　名部　門分　　　類
１１９，３２２９０，７３９総　　　　　　　　　　　　　　　　数

００ウイルス

１　一般依頼検査
００血　　清
３０１５�　血液製剤無菌試験細　　菌
３０１５小　　　　　　　　計
３０１５合　　　　　　　　計

�　感染症発生動向調査

ウイルス

２　行 政 検 査

３３１１　イ　インフルエンザ様疾患
８８２２　ロ　感染性胃腸炎

�　保健所依頼検査
２２８１１３　イ　エイズ抗体調査
２３２３　ロ　HCV抗体調査

５，６６７１，８８９�　Ｂ型肝炎抗原抗体検査
�　食中毒検査

３９３１５５　イ　SRSV
１６１６　ロ　ロタウイルス
１６１６　ハ　アデノウイルス
８０２０�　SRSV実態調査

�　養殖貝類生産安全総合対策
４４４１１１　イ　SRSV実態調査
３４８８７　ロ　水平垂直分布調査
１１１１　ハ　定量PCR

７，３４７２，４７４小　　　　　　　　計
２４４�　ツツガムシ病抗体調査

血 清 ７８１０�　レプトスピラ病検査
１０２１４小　　　　　　　　計

�　感染症の病原体検査

細　　菌
１５１５　イ　２類感染症
１２３１２３　ロ　３類感染症

１８，９５５１，１１５�　食中毒の原因物質検査
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データ数調査件数業　　　　務　　　　名部　門分　　　類
�　食品検査

細 菌

４５１５　イ　残留抗生物質検査
１５２１９　ロ　遺伝子組換え食品（GMO）検査
５３４１７８�　レジオネラ調査
５７５１１５�　腸炎ビブリオ検査
６６�　炭疽菌検査

２０，４０５１，５８６小　　　　　　　　計
４０，７９８３，１６０�　先天性代謝異常症

臨床検査

１１，０４５１１，０４５　イ　フェニルケトン尿症
１１，０５３１１，０５３　ロ　ホモシスチン尿症
１１，０５０１１，０５０　ハ　メープルシロップ尿症
１１，０６４１１，０６４　ニ　ガラクトース血症
１１，３０１１１，３０１�　先天性甲状腺機能低下症
１１，１５０１１，１５０�　先天性副腎過形成症
９，８３３９，８３３�　神経芽細胞腫　６か月児　　　１次検査
３５３３５３　　　　　　　　　　　　　　　　２次検査
７，４５６７，４５６　　　　　　　　　１歳６か月児　１次検査
２０１２０１　　　　　　　　　　　　　　　　２次検査

８４，５０６８４，５０６小　　　　　　　　計
６４１９�　結核関連解析

遺 伝 子

解 析
１８８１８８�　細菌関連解析（PFGE）
１９８９９�　ウイルス関連解析
４５０３０６小　　　　　　　　計
００�　衛 生 害 虫

そ の 他
００小　　　　　　　　計

１１２，８１０８８，８８６合　　　　　　　　計
２１０３５�　インフルエンザ抗原調査

ウイルス

３　調 査 研 究

２５２１２６�　SRSV遺伝子検査
４６２１６１小　　　　　　　　計

�　人獣共通感染症

血　　清
９０４５　　　Ｑ熱感染源調査
２３８１１９　　　Ｑ熱感受性調査
３２８１６４小　　　　　　　　計
１，５９７３４�　病原性大腸菌関連調査

細　　菌 ３５５３１�　腸管出血性大腸菌関連調査
１，９５２６５小　　　　　　　　計
２，７４２３９０合　　　　　　　　計

�　感染症流行予測調査

ウイルス
厚生労働省委託事業

１８５１８５　イ　日本脳炎感染源調査
２１６７２　ロ　インフルエンザ感受性調査（ブタ）

�　新型インフルエンザ系統保存事業
１９２６４　イ　感染源調査（水鳥）
１，２６２６３１　ロ　感染源調査（ブタ）
１，８５５９５２小　　　　　　　　計
１，８５５９５２合　　　　　　　　計
６２３１�　生活安全総合研究事業（SRSV）

ウイルス

厚 生 科 学 研 究

６２３１小　　　　　　　　計
５２２８５�　ビブリオバルニフィカスに関する研究

細 菌
１１７１１７�　パルスネットに関する研究
９２９２�　ネグレリアに関する研究
１４４８�　GMOに関する研究
８７５３０２小　　　　　　　　計
９３７３３３合　　　　　　　　計
９１８１５３�宮城県公衆衛生協会補助事業

その他委託研究
３０１０細菌の迅速診断装置の開発に関する研究
９４８１６３小　　　　　　　　計
９４８１６３合　　　　　　　　計
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　インフルエンザ様患者の咽頭ぬぐい液１１件からウイル

ス分離を実施し，Ａ香港型（３株）を分離した。また，

感染性胃腸炎の糞便２２件からSRSV（１２件）を検出した。

（表２）
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　エイズ抗体検査は，「宮城県エイズ抗体検査実施要

領」に従いHIV－１とHIV－２についてゼラチン凝集法

（PA法）で実施し，疑陽性検体はウエスタンブロット法

（WB法）で確認試験を実施した。

　�　���������������

　Ｂ型肝炎の院内感染が疑われる事例について，感染源，

感染経路の解明及び感染の拡大を防止する事を目的とし

て，通院者のＢ型肝炎抗原検査，HBs抗体検査及びHBc抗

体検査を実施した。

　�　�����

　主に冬期，食材及び症状からSRSV等のウイルスが疑

われた食中毒及び有症苦情事例について，細菌検査と同

時にウイルス検査も実施した。（表３）

　�　��������

　SRSV遺伝子データベース作成のため，PCR法で宮城

県産かき１７件の検査を行い，SRSV２株を得た。また，

輸入が増加している韓国産かき３件についても検査を実

施したが，全て陰性であった。（表４）
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　「食材王国みやぎの創造」の一環として安全なかきを

生産することを目的に，かき及び河川水の合計１１８件に

ついてSRSV検査を実施した。検査はPCR－サザンハイ

ブリダイゼーション法により実施し，かき８件，河川水

１６件よりSRSV遺伝子を検出した。また，水平垂直分布

調査として水深の変化によるSRSV汚染実態調査を実施

した。さらに競合PCR法を用いて食中毒や感染症患者便

及び河川水１１件の定量を実施した。（表５）
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　感染症法による届出患者に関連して４件（４名）の検

査依頼があった。間接免疫ペルオキシダーゼ法で検査し

た結果，４名の血清からツツガムシ抗体を検出し感染を

確認した。
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　大阪市，山形県及び県内の医療機関と県保健所より１０

件（６名）のレプトスピラの分離及び血清診断の依頼が

あった。検査の結果１名がワイル病であった。
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　２類感染症の検査は１５件実施し，赤痢菌３件を同定し

た。

　　�������

　３類感染症の腸管出血性大腸菌感染症検査は１２３件実

施し，Ｏ１５７：１４件，Ｏ２６：２７件，Ｏ１１１：４件の計４５株

を同定した。（表６）
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　食中毒の原因物質検査は３６件実施した。病因物質が明

らかになったのは３６事例中２２事例（６１％）で，その内訳

はSRSV：５件，腸炎ビブリオ：４件，サルモネラ：４

件，黄色ブドウ球菌：４件，カンピロバクター：３件，

セレウス菌：１件，下痢原性大腸菌１件であった。（表

３）
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　食品検査対策事業として食肉中の残留抗生物質の検査

を１５件実施した。また，本年度から同事業の一環として

遺伝子組換え食品（GMO）の検査を立ち上げた。平成１３

年度は検査法の確立を目的として，豆腐９件及びコーン

スナック菓子１０件の加工食品を検査対象とし，２方法で

GMO遺伝子抽出を行いPCR法による遺伝子検索を行っ

た。詳細は論文に示した。　

　�　�������

　平成１２年度から「レジオネラ属菌生息実態調査事業」

として，レジオネラ属菌の検査を実施しており，本年度

は県内温泉旅館延べ４０施設の温泉水等検体１７８件につい

て行った。その結果，５４件からレジオネラ属菌を検出し

た。詳細は論文に示した。

　�　��������

　食中毒防止対策を目的として平成１２年度より「腸炎ビ

ブリオ調査事業」を実施している。本年度は，ホタテ加

工施設における腸炎ビブリオ汚染実態調査として，ホタ

－14－
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ウイルス分離数検体数受　付　月　日主管保健所検体採取機関

３件　Ａ香港型１１２００２．　１．２５石 巻石 巻 保 健 所

���������

ウイルス分離数検体数受　付　月　日主管保健所検体採取機関

５件　SRSV１０２００１．１２．　６栗 原栗 原 保 健 所

７件　SRSV１２２００１．１２．１１塩 釜横 山 小 児 科 医 院



テ１００件，海水１５件について調査したが，いずれの検体

においても腸炎ビブリオは定められた基準値以下であっ

た。また，定点医療機関における腸炎ビブリオの検出状

況についても調査を行い，１年間に６４菌株が検出された。

分離菌株の血清型はＯ３：Ｋ６が５６％と昨年度（８０％）

より大幅に減少した。

　�　�����

　平成１３年９月下旬より米国で発生した炭疽菌によるバ

イオテロ事件に関連して，本県でも白い粉事件が６件発

生し県警察本部の依頼で炭疽菌検査を実施した。いずれ

の検体からも，炭疽菌は検出されなかった。
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　先天性代謝異常検査実施要綱に基づき，宮城県内（仙

台市を除く）の新生児を対象としてマス・スクリーニン

グを実施した。対象疾患は，フェニルケトン尿症，ホモ

シスチン尿症，メイプルシロップ尿症，ガラクトース血

症の４疾患で延べ検査数は４４，２１２件であった。一次検査

（ガスリー法，ボイトラー法，ペイゲン法）は，外部検

査機関に委託し，二次検査（アミノ酸分析）１３４件を当

センターで実施した。

　�　��������	
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　検査は外部検査機関に委託し，酵素免疫抗体法で実施

した。検査数は１１，３０１件で，患児６名を発見した。

　�　��������	
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　検査は酵素免疫抗体法で実施し，検査数は１１，１５０件で

あったが，患児は発見されなかった。

　なお，各事業に伴う検体受付，台帳作成，医療機関へ

の報告等は，全て当センターで実施している。詳細は資

料に示した。
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　神経芽細胞腫検査実施要綱に基づき，宮城県内（仙台

市を除く）の６か月児及び１歳６か月児を対象にマス・

スクリーニングを実施した。６か月児スクリーニング一

次検査数は９，８３３件，二次検査数は３５３件，一次検査受検

率は８２．３％で２名の患児を発見した。１歳６か月児スク

リーニング一次検査数は７，４５６件，二次検査数は２０１件で，

一次受検率は６１．８％であった。詳細は資料に示した。ま
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備　考検　出　菌
検 体

原因食品発生場所受付
年月№

その他拭　取食　品吐　物健康者便患者便
有症苦情（－）８６５８不明気仙沼市４．３０１

カンピロバクター・ジェジュニ９１７不明大 郷 町５．１２
有症苦情カンピロバクター・ジェジュニ１５４１不明気仙沼市５．３１３
関連調査（－）５旅館の食事山 形 県６．５４
有症苦情（－）９１不明仙 台 市６．５５

黄ブ球菌（コⅠ，Ⅴ，Ⅶ，Ⅷ，エンテロトキシンＢ，Ｃ）１８６２９２学校給食志津川町６．２１６
有症苦情カンピロバクター・ジェジュニ２１１不明気仙沼市７．３７

（－）１１７１２からあげ弁当大河原町７．３８
腸炎ビブリオ（Ｏ３：Ｋ６）３３７７ゆでだこ気仙沼市７．３９

有症苦情サルモネラ（Ｏ９）１１１１不明気仙沼市７．７１０
関連調査腸炎ビブリオ（Ｏ３：Ｋ６）２旅館の食事福 島 県７．１７１１

（－）７１６１１５会席料理東 和 町７．２７１２
関連調査黄ブ球菌（コⅠ，Ⅶ，エンテロトキシンＡ，Ｂ）３３旅館の食事山 形 県７．３１１３
有症苦情（－）１不明角 田 市７．３１１４

セレウス菌２０１０１４１９不明米 山 町７．３１１５
腸炎ビブリオ（Ｏ３：Ｋ６）５１５５１０旅館の食事蔵 王 町８．２１６
下痢原性大腸菌（Ｏ１６６，EAST（＋））５１３１８２旅館の飲料水栗 駒 町８．６１７

有症苦情（－）１不明迫 町８．８１８
関連調査サルモネラ（Ｏ７）６旅館の食事福 島 県８．１３１９
有症苦情サルモネラ（Ｏ９）２２不明多賀城市８．２８２０

黄ブ球菌（コⅦ，エンテロトキシンＡ，Ｂ）６８１４８１１調理パン古 川 市８．３１２１
サルモネラ（Ｏ９）３１９１２やきとり多賀城市９．２２２
腸炎ビブリオ（Ｏ３：Ｋ６）２９３４酢がき石 巻 市１０．２２３
黄ブ球菌（コⅣ，エンテロトキシンＡ）１３２４１１１４仕出し弁当栗 駒 町１０．１５２４

有症苦情（－）８１７４不明亘 理 町１１．１９２５
（－）５２６旅館の食事大 和 町１１．２４２６

有症苦情（－）１５４１６不明青 森 県１２．１０２７
SRSV４４１家庭の食事川 崎 町１２．１１２８

有症苦情（－）２４１４３０不明大 阪 府１２．１４２９
有症苦情（－）１６２４８２不明矢 本 町１２．２６３０
有症苦情SRSV１６１３９１８不明大河原町１．２８３１

SRSV１６１０６３不明本 吉 町２．４３２
苦情（－）９異臭牛乳柴 田 町２．１４３３

SRSV６１１不明志津川町２．２１３４
SRSV２１９６１０３３不明東 和 町３．４３５

関連調査（－）２３９かき山 形 県３．８３６
１，１１５１０２５３３８９１７１７０２７６計

��������	




－16－

��������	
�
�
�����

�

��������	
��
������

�������

����������	

　（　　）内はSRSV陽性検体数
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海　　　水河　川　水か　　　き
２７６表 層

２７（　３）２ ｍ 層
９　　８ ｍ 層
１８（　２）１０　　　ｍ　　　層

２７６５４（　５）合　　　　　計

県 外 韓 国
宮　　　　 城　　　　 県

産　　　　　 地
南部海域中部海域北部海域

　３　２１３　２検 体 数
　０　０　２　０S R S V 検 出 数

河　　　川　　　水か　　　　　　　き
４８（　６）北 部 海 域
２８（　７）１４（　１）中 部 海 域
１４（　３）１４（　７）南 部 海 域
９０（１６）２８（　８）合　　　　　計

ベロ毒素血　清　型性別年齢保健所受付日�ベロ毒素血　清　型性別年齢保健所受付日�

ＶＴ１Ｏ２６：Ｈ１１女４塩 釜８月２２日２４ＶＴ１，ＶＴ２Ｏ１５７：Ｈ７男５大 崎６月７日１

ＶＴ１Ｏ２６：Ｈ１１女３７塩 釜８月２２日２５ＶＴ１，ＶＴ２Ｏ１５７：Ｈ７男４大 崎６月９日２

ＶＴ１Ｏ１１１：ＨＮＭ女６登 米８月２５日２６ＶＴ１Ｏ２６：Ｈ１１男１栗 原６月１８日３

ＶＴ１，ＶＴ２Ｏ１５７：Ｈ７男６８大 崎８月２５日２７ＶＴ２Ｏ１５７：ＨＮＭ男３１石 巻６月１８日４

ＶＴ１Ｏ２６：Ｈ１１女２栗 原８月２９日２８ＶＴ１Ｏ２６：Ｈ１１男不明栗 原６月１９日５

ＶＴ１Ｏ２６：Ｈ１１女８ヶ月登 米８月３１日２９ＶＴ１Ｏ１１１：ＨＮＭ男６仙 南６月２５日６

ＶＴ１Ｏ２６：Ｈ１１男３登 米９月１日３０ＶＴ１Ｏ１１１：ＨＮＭ女６６仙 南６月２６日７

ＶＴ１Ｏ２６：Ｈ１１女３塩 釜９月６日３１ＶＴ１，ＶＴ２Ｏ１５７：Ｈ７男８１大 崎７月７日８

ＶＴ１，ＶＴ２Ｏ１５７：Ｈ７男３栗 原９月１０日３２ＶＴ１，ＶＴ２Ｏ１５７：Ｈ７女２６塩 釜７月１２日９

ＶＴ１，ＶＴ２Ｏ１５７：Ｈ７女１１ヶ月仙 南９月１２日３３ＶＴ１Ｏ２６：Ｈ１１男１１ヶ月大 崎７月２５日１０

ＶＴ１，ＶＴ２Ｏ１５７：Ｈ７男１１仙 南９月１２日３４ＶＴ１Ｏ２６：Ｈ１１女２６大 崎７月２６日１１

ＶＴ１Ｏ２６：Ｈ１１男１栗 原９月１２日３５ＶＴ１，ＶＴ２Ｏ１５７：Ｈ７女４８仙 南７月３０日１２

ＶＴ１Ｏ２６：Ｈ１１女不明栗 原９月１５日３６ＶＴ１Ｏ２６：Ｈ１１女３登 米７月３０日１３

ＶＴ１，ＶＴ２Ｏ２６：Ｈ１１男２栗 原１１月１６日３７ＶＴ１Ｏ２６：Ｈ１１男２登 米７月３０日１４

ＶＴ１，ＶＴ２Ｏ２６：Ｈ１１女不明栗 原１１月１７日３８ＶＴ１Ｏ２６：Ｈ１１男１栗 原７月３１日１５

ＶＴ２Ｏ１５７：Ｈ７男１４塩 釜１２月１５日３９ＶＴ１Ｏ２６：Ｈ１１女不明栗 原８月１日１６

ＶＴ１Ｏ２６：Ｈ１１女６登 米３月２３日４０ＶＴ１Ｏ１１１：ＨＮＭ男４登 米８月３日１７

ＶＴ１Ｏ２６：Ｈ１１女不明登 米３月２５日４１ＶＴ２Ｏ１５７：Ｈ７女１２塩 釜８月４日１８

ＶＴ１Ｏ２６：Ｈ１１男不明登 米３月２５日４２ＶＴ２Ｏ１５７：Ｈ７女不明塩 釜８月４日１９

ＶＴ１Ｏ２６：Ｈ１１女不明登 米３月２５日４３ＶＴ１Ｏ２６：ＨＮＭ男１仙 南８月９日２０

ＶＴ１Ｏ２６：Ｈ１１女不明登 米３月２６日４４ＶＴ１Ｏ２６：ＨＮＭ女２仙 南８月９日２１

ＶＴ１Ｏ２６：Ｈ１１男不明登 米３月２６日４５ＶＴ１Ｏ２６：Ｈ１１男４登 米８月１０日２２

ＶＴ１，ＶＴ２Ｏ１５７：Ｈ７女７６大 崎８月１３日２３



た１歳６か月児スクリーニングは，平成１３年度で終了し

た。詳細は論文に示した。
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　結核検体１９件の検査状況及び検出状況を表７に示した。

喀痰１５件中１１件が結核菌群，１件がアビウム，３件が陰

性であった。菌株では４件中４件が結核菌群であった。

RFLP解析は４５菌株について実施した。

　�　������

　２類感染症の腸チフス，赤痢について合計１２菌株の

PCRを実施した。３類感染症では，事例から分離した腸

管出血性大腸菌（EHEC）１２３株のうち９０株について毒素

遺伝子を確認した。パルスフィールド電気泳動（PFGE）

による疫学解析は２類の赤痢２６菌株，３類のEHEC８９菌

株について実施した。（表８）
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　インフルエンザ様患者より分離されたインフルエンザ

ウイルスについて，赤血球凝集素の遺伝子配列を決定し，

分離株の相同性比較や型別判定を行い，流行を解析する

資料を得た。また，感染性胃腸炎患者便とかきから検出

された２５件のSRSVについて遺伝子解析を行い，遺伝子

配列を決定した。さらにインターネットを利用した遺伝

子データベースによる系統解析を行い，ウイルスの系統

的位置を明らかにした。
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　共同研究医療機関より搬入された検体からインフルエ

ンザウイルスの分離を行い，Ａソ連型１１株，Ａ香港型１

株，Ｂ型１０株を分離し，流行状況の把握と波及の様子に

ついて情報を得た。特にＢ型分離株については遺伝子解

析を実施して流行株がワクチン株と異なることを明らか

にした。

　�　�������������

　自然界におけるウイルスの挙動を把握するために，

SRSV陽性かき１０件，河川水１０件を対象に塩基配列の決

定を行った。なお，かき，河川水は複数のSRSVが入っ

ていることを考慮し，クローニング後塩基配列の決定を

行い，遺伝子解析を実施した。（第４９回ウイルス学会発

表）

������

�������

　全国地研協議会希少感染症診断技術向上事業の班員と
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　※：過去の受付分を含む件数
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　※１：腸チフス，赤痢　　　※２：腸管出血性大腸菌

表９　平成１３年度日本脳炎流行予測調査（感染源調査）

ＲＦＬＰパターン

解 析 実 施 数

アンプリコアによる検査結果
検査件数検体の種類

陰　　性非定型菌結核菌群

　　４１※　３１（アビウム）１１１５喀 痰

　４－－　４　４菌 株

－－－－－そ の 他

４５　３　１１５１９合　　計

PFGE解析実施菌株数PCR検査実施菌株数検 査 検 体 数

　２６　１２　１５２　類　感　染　症※１

　８９　９０１２３３　類　感　染　症※２

１１５１０２１３８合　　　　計

１０　　　　月９　　　　　月８　　　　　月７　月月

１５　日１　日１７　日３　日２０　日６　日３１　日日

２７２６２８２６２８２５２５頭　　　　数

　０　０　０　０　３　０　０Ｈ Ｉ 陽 性

１０．３％

　０　０　０　０　０　０　０２ME感受性



して血清学的及び遺伝子学的調査を実施した。今年度は

肺炎や上気道炎患者についてＱ熱抗体価測定を実施した

が，陽性例は認められなかった。さらに，保菌動物とし

て注目されている愛玩動物（イヌ）の抗体保有率を調査

したところ，１１．１％の保有率であった。
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　病原性大腸菌の血清型別による病原性との相関を明ら

かにする目的で実施した調査から更に発展した研究で，

家畜における食中毒原因菌の検索を実施した。本年度は，

仙南食肉衛生検査所に搬入されたブタ内臓処理水３４件に

ついて食中毒原因菌の保有状況を調査した。その結果，

サルモネラ属菌が１０件，カンピロバクター・コリーが１

件，下痢原性大腸菌が５件検出され，ブタ内臓に食中毒

原因菌が高率に生息していることが明らかになった。
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　牛が感染源と考えられるEHEC感染事例が増加してい

ることから，感染防止の１つに家畜のEHEC保有状況の

把握が重要と考え，家畜のEHEC保有調査と分子疫学調

査を実施した。家畜として仙北食肉検査所に搬入された

３１頭の牛を検査対象とした。その結果，３頭からＯ１５７

が，１頭からＯ２６が検出され，これらの菌株について分

子疫学調査を行った。

��������	
�

������

　�　��������	

　今年度は，日本脳炎感染源調査と，インフルエンザ感

受性調査を実施した。

　　��������	
�

　仙南食肉センターに搬入された仙南地方飼育ブタ（約

６ヶ月令）を対象に，７月第４週目から７週にわたり，

合計１８５頭について採血し，血清中の日本脳炎ウイルス

HI抗体を測定した。（表９）
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　ブタ７２件について，Ａ香港型不活化抗原３種に対する

インフルエンザウイルスHI抗体を調査した。
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　厚生労働省は新型インフルエンザウイルスによる被害

を最小限に押さえるため，ワクチンの製造や検査キット

の作成に必要なウイルス株を全国から収集することとし

た。宮城県でも依頼により伊豆沼に飛来する水鳥の糞便

６４件とブタ鼻腔拭い液６３７件についてウイルス分離を実

施した。
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　生活安全総合研究事業（ノーウォーク様ウイルス＝

SRSVのリスク評価に関する研究）

　ノーウォーク様ウイルスのリスク評価の基礎データを

得る目的で，食中毒原因食品かき，市販生かき，かき養

殖海域の海水とかきについてNLV（SRSV）汚染状況を

調査し，加えてリアルタイムPCR法の検討を行った。６

地方衛生研究所が協力研究者として調査を行い，宮城県

は市販かきのNLV汚染状況調査を分担した。
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　市販魚介類及び１定点における海水・海泥についてビ

ブリオ・バルニフィカスと腸炎ビブリオの汚染あるいは

生息実態調査を毎月実施した。市販魚介類として県内産

のアサリ３件から，また７～９月に定点の海水・海泥か

らビブリオ・バルニフィカスが検出された。詳細は論文

に示した。
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　現在，我が国で構築が進められているパルスネットの

有効性について，県内で発生したＯ１５７感染患者と赤痢

患者から分離した菌株を対象として検討した。菌株の

PFGE画像のやり取りを国立感染症研究所及び東北の各

地方衛生研究所の間で実施し，その結果，菌株のDNA

解析画像の電送は瞬時に行われ，菌株の遺伝学的相同性

等の判定が各施設で迅速に行えることが確認された。
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　地方衛生研究所間での統一したGMO検査法の確立を

目的として，混入したGMO割合が明確な検体でのGMO

遺伝子検索を実施した。詳細は論文に示した。
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　アメーバ性髄膜炎の病原体は温水を好んで生息するこ

とから，県内温泉施設の温泉水及び排水４６件についてア

メーバ調査を実施した。１５件からアメーバを検出したが，

病原性アメーバは検出されなかった。
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　平成１３年度宮城県公衆衛生研究振興基金研究：ペット

におけるレプトスピラ抗体保有調査

　ワイル病に代表されるレプトスピラ症は，人獣共通感

染症であるためペットを介して感染する可能性がある。

そこで，イヌ血清６５件とヒト血清８８件を材料として，レ

プトスピラ症に対する抗体保有状況を調査した。一方，

自然界での状況を把握するため，捕獲した野ネズミのレ

プトスピラ保有状況を確認し，更に分離されたレプトス

ピラの血清型を同定した。
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　産業技術総合センターで平成１３年度より着手した，食

品中の病原微生物の簡易検出及び定量法の開発を目的と

する細菌の迅速診断装置の開発事業で共同研究を行って

いる。
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　平成１３年度に実施した主な業務は，食品，医薬品，家

庭用品に関する行政検査とこれらに関する調査研究及び

厚生省の委託事業である食品残留農薬実態調査，並びに

厚生科学研究である食品汚染モニタリング調査研究とダ

イオキシン類等の食品汚染実態調査事業である。さらに

食品の異風味事件が発生したため臭いと味の検査を実施

した。また，�食品安全センター及び厚生労働省医薬局

監視指導・麻薬対策課による外部精度管理に参加し分析

精度の確保を図った。（表１）
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　食品の安全性を確保するため，残留農薬，残留動物用

医薬品及び有害化学物質等による食品汚染状況調査並び

に食品中の有害天然物質等の検査を実施する。
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　事業計画に基づき，残留農薬（有機塩素系，有機リン

系，有機窒素系，ピレスロイド系，カーバメイト系），

残留動物用医薬品，ポリ塩化ビフェニル（PCB），総水

銀，カドミウム，有機スズ化合物，カビ毒，及び貝毒の

検査を行った結果，分離調整米のカドミウム１０検体が不

適となった。
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　不良医薬品の製造並びに流通を防止するため，市販の

医薬品等について各種規格試験を実施する。
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　県内製造所の医薬品（外用薬，内服薬）及び医療用具

（造影カテーテル）について検査を実施した結果，全て

規格内であった。
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　家庭用品による健康被害を防止するため，市販家庭用

品を対象に法令に基づく検査を実施する。
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　塩釜保健所黒川支所管内において乳児用繊維製品を試

買し，ホルムアルデヒドの検査を行った結果，全て基準

値を満足していた。
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　食品における各種化学物質の分析法を迅速かつ正確な

方法に改良し，食品の安全性確保を図るための調査研究

を行う。
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　平成１３年度は，告示法のHPLC分析対象農薬（紫外光

検出）５１種のうち，平成１１年度に開発した農薬一斉分析

法の抽出・精製操作と同一操作で分析可能と考えられる

２４種の農薬について，一斉分析法への追加・開発を行っ

た。この結果，１６種のHPLC分析対象農薬について一斉

分析法に追加することが可能となった。この方法により，

きゅうり，とまと，日本なし，大根，白菜，いちご，馬

鈴薯，ほうれん草の８種の農産物３２検体について検査を

行った結果，全て定量下限値未満であった。
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　平成１２年度に堀江らの方法１）に基づき一斉分析法の検

討を行い，１１種類の一斉分析が可能となった。平成１３年

度はこの一斉分析方法に，サルファ剤等１０種の動物用医

薬品の追加検討を行った。この結果，１６種の動物用医薬

品について一斉分析が可能となった。
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　四重極型GC／MSによるPCB異性体約１２０種の定量法

を確立し，マイクロソフト・エクセルを使用し煩雑な

データ処理を簡便化した。この方法により，県内産養殖

魚介類（牡蠣，銀鮭），１９９９年～２００１年のトータルダイ

エットスタディⅩ群（魚介類）等のＰＣＢ濃度および異

性体組成を明らかにし，汚染源および一日摂取量につい

て検討を加えた。
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　食品中のアフラトキシン分析法は，公定法や食品衛生

検査指針等のHPLC法では，分析時間が長い，毒性のあ

る溶媒の使用，回収率が悪い等，種々の問題点があった

ため，ナッツ類と香辛料について種々のミニカラム精製

の有用性の検討をおこなった。この結果，穐山らの方

法２）に基づく多機能カラム精製が有用かつ簡便な方法で

あることが確認され，当部の標準作業書改正の基礎資料

とすることができた。
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　１）堀江正一ほか：食品衛生雑誌，３９，３８３（１９９８）

　２）穐山浩ほか：日本食品衛生学会第８１回学術講演会講

演要旨集
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　内分泌撹乱化学物質を評価できるバイオアッセイ方法

を導入し，機器分析と比較しつつ，食品および環境中の

内分泌撹乱化学物質の実態を把握し，環境生物およびヒ

トへの影響を評価する。
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　ヒト乳ガン由来細胞（MCF－７）を使用し，Ｅ（エス

トロジェン）－screen　asseyの基礎的検討を行った。また，

魚介類中の有機スズ化合物の分析法として，テトラエチ

ルホウ酸ナトリウムを使用する分析法を確立した。この

方法により，トータルダイエットスタディⅩ群（魚介

類）試料を用い，一日摂取量等について検討を行っ

た。
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　食品衛生法に基づく食品の規格基準を設定するための

資料として，残留農薬の分析法の開発及び国内産，輸入

農産物等における実態を把握するため検査を実施する。
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　未規制農薬カルボスルファン（代謝物カルボフラン，

３－ヒドロキシカルボフランを含む）の分析法を検討し，

穀類，野菜及び果物１６品目６４検体について検査を行った。
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　ダイオキシン等，食品を介した暴露量を把握するため，

マーケットバスケット方式により食品を購入し，試料を

調整して国の委託機関に送付する。

���������

　平成１１年度国民栄養調査の食品摂取量に基づき，マー

ケットバスケット方式により１３３品目１７７種類の食品を購

入し，食品の分別，調理，混合を行い，１４群の試料とし

�食品安全センターに送付した。
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　「食品中の有害物質等の評価に関する研究」に係る食

品汚染物モニタリング計画に基づき，国立医薬品食品衛

生研究所に測定データを整理送付した。
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　外部精度管理に参加することにより，分析技術の向上

と分析精度の確保を図る。

���������

　鶏肉中の動物用医薬品（フルベンダゾール）について

分析し�食品安全センターに報告した。良好との評価を

得たことにより分析精度，信頼性は確保されていること

が確認された。
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　同一の試料を指定された方法により分析し，試験所の

試験検査能力を評価し，試験所間のデータのばらつきや

正確さに関する実態を把握し，さらに試験担当者の技能

のみでなく，測定機器の校正に関するような試験所にお

ける問題点を識別し，試験検査におけるデータの信頼性

の確保を図る。
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　ガスロンＮ錠中のマレイン酸イルソグラジンを，吸光

光度法により含有量を測定し，結果を国立医薬品食品衛

生研究所大阪支所あて報告した。評価については現在ま

だ通知されていない。
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　平成１４年２月１３日に発生した学校給食に提供された牛

乳中の異風味について理化学的検査を行う。
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　センターに検体として搬入された９件の牛乳について，

搬入温度での臭い及び味，４０℃１０分保温した時の臭いに

ついて，６人のパネラーによる検査を行った。
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備　　考検査項目数件　　数事　　　　業　　　　名分　　　類

資料編参照�　食　品　検　査１　行　政　検　査

２，５４８３２　イ　残　留　農　薬

９３９３　ロ　カ ド ミ ウ ム

１１０２２　ハ　残留動物用医薬品

３３　ニ　Ｐ　　Ｃ　　Ｂ

３３　ホ　総　　水　　銀

３０１０　ヘ　トリブチル錫・トリフェニル錫化合物

２０５　ト　アフラトキシン

５３３０　チ　麻痺性貝毒・下痢性貝毒

２，８６０１９８小　　　　　　　　　計

資料編参照�　医薬品等検査

５３　イ　医 薬 品 検 査

６１　ロ　医療用具検査

１１４小　　　　　　　　　計

資料編参照�　家庭用品検査

４０４０　イ　ホルムアルデヒド

４０４０小　　　　　　　　　計

２，９１１２４２合　　　　　　　　　計

�　経　常　研　究２　調　査　研　究

　イ　食品中残留農薬の多成分一斉分析法の検討

　ロ　残留動物用医薬品の分析法の検討

　ハ　魚介類中のPCB濃度と残留形態

　ニ　食品中のアフラトキシン分析法の検討

�　プロジェクト研究

　イ　バイオアッセイを用いた食品中化学物質の調査

�　残留農薬実態調査３　厚生省委託事業

６４６４　イ　カルボスルファン

６４６４　ロ　カルボフラン

６４６４　ハ　３－ヒドロキシカルボフラン

１９２１９２合　　　　　　　　　計

�　食品汚染実態調査４　厚生科学研究

１４群に調整１７７種類の食品を購入　イ　ダイオキシン類等

�　食品汚染物モニタリング調査

７２２４�　排水自主検査４　そ　　の　　他

２７９�　食品中の異物等検査
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　平成１３年度に環境衛生部が実施した主な業務は，①飲

料水及び各種用水検査，②一般廃棄物，産業廃棄物処理

施設の機能検査，③水道水質管理計画に基づく地下水監

視事業，④水道水質管理計画に基づく水道水質精度管理，

⑤クリーニング所ドライ溶剤廃液の検査，⑥環境衛生に

関する調査研究の７事業及びダイオキシン類対策事業で

ある。

　また，各種の研修，技術指導を実施した。
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　県工業用水道事務所の依頼で，宮城県衛生試験手数料

条例の定めるところにより，工業用水及び排水の検査を

実施した。
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　「廃棄物の処理および清掃に関する法律第８条の３，

第９条の３第５項」の規定に基き，一般廃棄物最終処分

場の維持管理状況を把握するために，放流水及び浸出水

の検査を実施した。

　平成１３年６月１４日から８月１日までの期間に１４施設に

ついて維持管理状況を調査し，そのうち１３施設から放流

水を採取し排水基準等の検査を実施した。また，１施設

から浸透水を採取し地下水基準等の検査を実施した。そ

の結果排水基準及び地下水基準を超えたものはなかった。

　　��������	
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　「廃棄物の処理および清掃に関する法律第１５条の２の

－22－

����������������

���������	
��


検査項目数検　体　数事　 業　 名分　　　類

６２４８４工業用水等検査１　一般依頼検査

５６０

２７１

１４

９

�　一般廃棄物，産業廃棄物処理施設の機能検査

　イ　一般廃棄物処理施設の維持管理状況の調査

　ロ　産業廃棄物処理施設の維持管理状況の調査

２　行 政 検 査

８３１２３小　　　　　　　　計

５１０１７�　地下水監視事業

４４�　クリーニング所ドライ溶剤廃液の検査

３４

１

８

１９

４

１

�　ダイオキシン類検査

　イ　環 境 大 気

　ロ　地　　下　　水

　ハ　環 境 底 質

　ニ　煙道排ガス

　ホ　排　　　　水

　へ　精度管理調査

６７小　　　　　　　　計

９６２１１５

�　臨時に実施した検査

　廃棄物最終処理場等調査

２，３０７２２６合　　　　　　　　計

８６０２０�　生活環境中におけるホルムアルデヒドの挙動に関する研究

３　調 査 研 究 ８６１３�　資源循環システムの構築に関する研究

９９６３３合　　　　　　　　計

６０３�　水道水質精度管理
４ そ の 他

２６４２４�　排水自主検査



２」の規定に基づき，産業廃棄物最終処分場の維持管理

状況を把握するために，放流水及び浸透水の検査を実施

した。

　平成１３年６月１４日から８月１日までの期間に，産業廃

棄物最終処分場９施設について維持管理状況を調査し，

そのうち２施設から放流水を採取し排水基準等の検査を

実施した。また，７施設から浸透水を採取し地下水基準

等の検査を実施した。その結果，３施設が地下水基準を

超過していた。
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　本事業は平成５年度から始まり，本年度は１７施設につ

いて調査を実施した。浄水については消毒副生成物を，

原水は消毒副生成物を除いた監視項目について測定を

行った，いずれも指針値以下であった。
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　テトラクロロエチレン，１，１，１－トリクロロエタン等

による地下水汚染が全国的に見られている。本県におい

ても，クリーニング所が溶剤として使用しているこれら

の化学物質について，自主管理状況把握のため，県内３

保健所管内のクリーニング所廃液４検体についてテトラ

クロロエチレンの検査を実施したが管理基準を超過した

ものはなかった。
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　廃棄物の処理および清掃に関する法律並びにダイオキ

シン類対策特別措置法に基き，ダイオキシン類の検査を

実施し，ダイオキシン類対策の促進に資することを目的

とした。

　本年度は，環境大気，地下水，環境底質，煙道排ガス

及び排水の検査を実施した。また，環境庁主催の環境測

定分析統一精度管理調査に参加し，ばいじん試料につい

て分析した。
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　従来法では煩雑かつ長時間にわたる分析手法を簡便化

することにより，ダイオキシン類測定の簡易化及び迅速

化を図ることを目的とした。

　本年度は，環境大気，煙道排ガス及び環境標準試料を

用いて分析手法の検討を行った。また，独立行政法人国

立環境研究所との共同研究を現地にて２０日間実施した。
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　産業廃棄物の最終処分場不適正管理，不法投棄等によ

る周辺環境に対する影響を把握するため，本年度は最終

処分場不適正管理施設３ヶ所（調査回数１１回），及び不

法投棄場所３ヶ所（調査回数４回）について，廃棄物，

浸出水あるいは周辺の沢水等を採取し分析を行った。
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　シックハウス問題は，厚生労働省をはじめとして各省

庁が対策に取り組んでおり，建設関係業界も様々な対応

を実施している状況である。

　そこで空気汚染防止対策を施した新築住宅について，

ホルムアルデヒド及びVOCを調査し，汚染対策の推進

状況を把握することを目的とし，本年度は新築住宅につ

いて入居前と入居直後の比較調査を実施した。また，ホ

ルムアルデヒドに関しては，検知管法との比較も併せて

実施した。
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　環境配慮型畜産系堆肥化施設を対象として，LCA手法

を用いて「収集」「堆肥製造」「流通・販売」「排ガス処

理」の各工程についてのインベントリー分析及び環境影

響評価項目の設定と評価を行った。
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　ビデロジェニンELISA法を用い，内分泌撹乱作用の疑

いのある化学物質の女性ホルモン作用の有無について検

討した。また，環境水中の実態を把握するため内分泌撹

乱作用の疑いがあり，公共用水域で検出されているビス

フェノールＡのGC／MS分析法について検討した。
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　本事業は，水道水の分析業務に従事している機関が共

通の試料を分析し，正確で信頼性の高いデータが得られ

るよう精度管理を行うことにより水質検査の向上を図る

ことを目的としている。

　本年度は１３機関の参加のもとに濁度，塩素イオンの２

項目について実施し精度管理の充実を図った。

　�　��������	
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　「下水道法第１２条の１１（水質測定義務等）」により，

当センターの本庁舎及び分庁舎の排水の水質検査を毎月

１回，規制項目について実施したが，排水基準を超える

ものはなかった。
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　大気部の業務は，大気関係部門と特殊公害関係部門に

分けられる。大気関係部門は大気汚染に係わる常時監視，

工場事業場規制，各種実態調査及び調査研究を行ってお

り，特殊公害部門は，騒音，振動及び悪臭に係わる監視

測定及び調査研究を行っている。

　平成１３年度の業務内容をそれぞれ表１，２に示し，次

にその内容を述べる。
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　大気汚染防止法並びに宮城県大規模発生源常時監視要

綱に基づき，大気環境の汚染状況及び大規模発生源施設

からの大気汚染物質の発生量を常時監視するため，大気

汚染測定局（２７局）及び発生源監視局（１２局）の適切な

管理のもと大気汚染物質の測定を行うとともに，仙台市

とオンラインによるデータ交換及び実態把握のため測定

データの集計，解析処理を行った。また，業務委託によ

り実施している各測定局の保守管理の状況把握のため定

期的に測定局の調査を行ったほか，測定記録紙等の確認

により測定機器の適正な保守管理を行った。なお，大気

汚染常時監視データのオンライン表示システムを開発し，

平成１２年１月からインターネットによるデータの公開と

提供を開始している。

　環境大気系及び発生源系のデータ処理件数は表３に示

すとおりであり，浮遊粒子状物質，オキシダントについ

ては，１時間値または１日平均値で環境基準が達成され

ていない。二酸化窒素については環境基準の上限値以下

であったが，一般環境大気測定局のうち１局及び自動車

排出ガス測定局のうち２局で県環境基本計画に定める基

本目標（環境基準値の下限の０．０４�）を超過している。
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　光化学スモッグによる健康被害を防止するため，オキ

シダント濃度の常時監視を行うとともに，高濃度が出現

しやすい春期から秋期（４月１５日から９月３０日）までの

期間，仙台管区気象台予報課と気象に関する情報交換を

行い，光化学スモッグの発生予測を行った。また，予報

課との定時の情報交換において，正確化・迅速化を図る

ため，平成１２年度から独自に開発したPC通信システム

に変更している。

　平成１３年度に光化学オキシダント濃度が０．１００�以上

の高濃度が観測された日数は５月１４日（石巻局０．１０５�，

国設箟岳局０．１０２�，丸森局０．１００�）の１日のみで，過

去５年間では平成１０年度と並んで最も少なかった。

０．１００�を超える高濃度が観測された日は，その都度仙
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業 務 名分　　類

�　大気汚染の常時監視
�　光化学スモッグ対策
�　工場・事業場規制
�　環境大気測定調査
�　地球環境保全対策
�　自動車交通影響調査
�　有害大気汚染物質モニタリング調査

一 般 業 務

石巻港背後地における浮遊粉じん発生
源とその沈着範囲に関する研究

調 査 研 究

�　環境大気の調査
�　酸性雨調査
�　化学物質環境汚染実態調査

環境省委託事業

�　北海道・東北支部合同酸性雪調査
�　全国公害研協議会酸性雨調査研究会
第三次酸性雨共同調査

全国公害研協議
会 合 同 調 査

業 務 名分　　類

�　航空機騒音調査
�　自動車交通騒音調査
�　東北新幹線鉄道騒音調査
�　環境騒音調査
�　東北新幹線鉄道振動調査
�　騒音・振動苦情対応調査
�　悪臭に係る工場・事業場立入検査
�　コンポスト施設等悪臭実態調査

一 般 業 務

新環境基準に係る環境基準達成状況調
査方法マニュアルの作成

調 査 研 究

新幹線鉄道騒音対策推進に関する調査環境省委託事業

発 生 源 系環境大気系
項　　　目

処理件数施設数処理件数局　数
２６２，８００３０７８，４４０９二 酸 化 硫 黄

２１０，２４０２４浮遊粒子状物質
７０，０８０８１９２，７２０２２窒 素 酸 化 物

１４８，９２０１７オキシダント
１７，５２０２一 酸 化 炭 素
３５，０４０４炭 化 水 素
２６，２８０３オ ゾ ン
８，７６０１ふ っ 化 水 素
１９２，７２０２２風 向 ・ 風 速
２６，２８０３隔 測 温 度
７０，０８０８気 温
６１，３２０７湿 度
１７，５２０２雨 量
１７，５２０２日 射 量

２９燃 料 使 用 量
６１，３２０７発 電 量
７０，０８０８酸 素
７１８，３２０８２１，１０３，７６０１２６合　　　計
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台管区気象台，保健所及び緊急時協力工場等の関係機関

に対して，一斉通報（Ｆ－ネット）により高濃度情報を

提供している。
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　大気汚染防止法で定められたばい煙発生施設，特定粉

じん発生施設のばい煙等の濃度及び使用燃料の硫黄含有

量を測定した。ばい煙発生施設については，９施設測定

しすべて基準内であった。また，特定粉じん発生施設

（アスベスト），燃料中の硫黄分の分析結果は全て基準

に適合していた。
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　特定粉じんに指定されているアスベスト（石綿）の環

境大気中における濃度を把握するため，県内２地域にお

いて５件のアスベスト捕集を行い光学顕微鏡法によって

測定した件数は表５のとおりで，バックグランド地域と

しての住宅地域では１．３２f／Lであり，発生源周辺の廃棄

物処分場周辺地域では２．３４f／Lであった。

���������	
��


����������	

����������	
��
��

　県内における酸性雨の地域特性と湖沼等への影響につ

いて調査を実施した。
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　県内の酸性雨の状況及び地域特性を明らかにするため，

平成１３年６月１８日～６月１９日と９月３日～９月５日の２

回について県内７１市町村で同時に降水を採取して分析を

行った。調査項目はpH，EC及び貯水量で，さらに１０市

町村についてはイオン成分の分析も実施した。その結果，

降雨のpHは１回目が３．８１～４．６８，２回目が４．０５～６．５５

の範囲にあり，地域により違いが見られた。
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　酸性雨による環境への影響や被害の有無を確認するた

め，県内２ヶ所の湖沼で表層水及び近傍の土壌を採取し，

pHやアルカリ度を測定した件数は表６のとおりで，湖

沼のpHは，世界谷地が５．４２～６．２０，田谷地沼が５．８４～

７．０３の範囲にあり，土壌のpHは，世界谷地が４．８５，田

谷地沼が５．３９であり，湖沼の水質等が酸性化する傾向は

特に認められなかった。
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　丸森町及び大河原町において２週間ごとの降水を採取

し，pH，EC及びイオン成分の分析を行った件数は表７

のとおりで，pHの年平均値は丸森町が４．５１，大河原町

が４．４９であった。また，丸森町においては自動測定装置

によりpH，ECの常時測定を行った。
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　道路粉じんの発生状況及び，成分について古川市，塩

竃市及び名取市に設置されている自動車排ガス測定局に

おいて毎月１回の降下ばいじん量の測定を行った。年平

均値は，古川市４．９７ｔ／�／月，塩竃市４．７０ｔ／�／月

及び名取市７．８３ｔ／�／月であった。
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　自動車交通量が多く，かつ人口密集地域の幹線道路周

辺において，自動車から排出される窒素酸化物及びベン

ゼン等有害大気汚染物質濃度の分布調査を行い実態を把

握するため，県道仙台松島線（利府町菅谷）及び県道塩

釜亘理線（名取市下増田）の各定点で，平成１３年５月か

ら平成１４年１月にかけて大気観測車を設置し，ベンゼン

等有害大気汚染物質，窒素酸化物及び気象項目の調査を

実施した。調査件数は表８のとおりで，道路沿いのベン

ゼン濃度は利府町が平均１．７μｇ／�で名取が平均１．１μｇ

／�であった。

宮城県保健環境センター年報　第２０号　２００２ －25－

検査施設数測 定 件 数項　　　目
　　９　　８窒 素 酸 化 物
　　９　　８塩 化 水 素
　　９　７ば い じ ん
　９０　９０硫 黄 分
　１　３ア ス ベ ス ト
１１８１１６合　　　計

測定件数地 域 区 分地域地区名

２住 宅 地 域バックグランド�

３廃棄物処分場周辺地域発 生 源 周 辺

５合　　　　　計

計田谷地沼世界谷地項　目
　２０　１２　８pH
　８　４　４EC
　２４　１２　１２陰 イ オ ン
　４０　２０　２０陽 イ オ ン
１１７　５３　６４透 視 度 等
２０９１０１１０８合　計

計大河原町丸　森　町項　目
　７４　３９　３５pH
　７４　３９　３５EC
２２５１１７１０８陰 イ オ ン
３７５１９５１８０陽 イ オ ン
　２６　１３　１３降下物重量
７７４４０３３７１合　計
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　大気汚染防止法の指定物質であるベンゼン，トリクロ

ロエチレン，テトラクロロエチレンのほか優先取組物質

のうち１２物質について，月１回県内４定点で環境大気中

の濃度測定を行った。また，ダイオキシン類特定措置法

によるダイオキシン類について，年４回県内８定点で環

境大気中の濃度測定を行った。物質毎の測定件数は表９

のとおりであり，環境基準の定められた物質の年平均値

は，全地点で基準値を下回った。
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　同地区の浮遊粉じんに対する発生源寄与率をCMB法

により推定するため，同地区に立地する５社１１施設から

ばいじん等を採取し，蛍光Ｘ線分析法によりその成分分

析を実施した。この結果にディーゼル車排ガス成分等の

文献値を加え，平成１１，１２年度に採取した浮遊粉じんに

対する発生源寄与率の推定を実施した。

　また，同地区１０地点にシャーレを設置し降下ばいじん

の採取を行い，蛍光Ｘ線分析法により成分分析を実施し，

沈着範囲の推定について検討した。

��������	

����������

　県内に設置された国設箟岳局において，表９に示す項

目をキャニスター容器等により毎月１回２４時間のサンプ

リングを行い，国指定の分析機関に送付した。
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　国内における降水の実態把握，長距離輸送の機構解明，

生態系影響の監視等の目的に応じて設置した国設酸性雨

測定所（仙台局及び箟岳局）において，酸性雨自動採取

分析装置や降水試料自動捕集装置を用いて酸性雨の採取

を行い，表１０に示す項目について分析を行った。その結

果，降水のpHの年平均値は仙台局で５．０６，又箟岳局で

は４．６８で前年度に比べ低い値であった。
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　化学物質による環境汚染の実態把握と未然防止を図る

ため，環境大気，一般民家の室内空気及び食事中の化学

物質の濃度レベルの測定を実施した。表１１に調査対象，

測定件数及び測定項目を示した。環境残留性調査はクロ

ロホルム等６物質を対象に国設仙台局において，平成１３

年１０月１日から４日間２４時間の試料を採取した。また，

一般民家における暴露経路調査は，クロロホルム等６物

質を対象として，仙台市内の民家３軒を選択し，１民家

当たり３日間２４時間の室内空気試料と陰膳方式による食

事を試料として採取した。
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　平成７年度より，北海道・東北地域における冬期の酸

性降下物の地域特性を明らかにするため，参加各機関が

選定した地点について最大積雪時期に積雪全層を採取し，

pH，ECの測定とイオン成分の分析を行っている。本年

度は，平成７年度から平成１１年度までの５ヵ年間のデー

タの解析を行った。

－26－

測　定　項　目測定件数項　目

ベンゼン等４０項目　　　２０VOCs
SOx，SPM，O３，NOx，CO，HC
風向・風速，温度，湿度

４９，０８０移動測定車

測　定　件　数測　定　物　質

４８ア ク リ ロ ニ ト リ ル

４７ア セ ト ア ル デ ヒ ド

４８塩化ビニルモノマー

４８ク ロ ロ ホ ル ム

４８１，２－ジクロロエタン

４８ジ ク ロ ロ メ タ ン

３２ダ イ オ キ シ ン 類

４８テトラクロロエチレン

４８トリクロロエチレン

４８１ ，３ － ブ タ ジ エ ン

４８ベ ン ゼ ン

４８ベ ン ゾ � ピ レ ン

４７ホ ル ム ア ル デ ヒ ド

６０６合　　　　　計

計箟 岳 局仙 台 局項　　目

１１９１０１１８pH

１１９１０１１８EC

４２９３６６６３陰 イ オ ン

７０９６０４１０５陽 イ オ ン

１，３７６１，１７２２０４合　　計

測 定 項 目測定件数調査対象

四塩化炭素，クロロホルム，トリクロロエチ
レン，テトラクロロエチレン，１，２－ジクロロ
エタン，１，２－ジクロロプロパン

　４環境大気

　９室内空気

クロロホルム　９食　　事

２２合　計
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　第三次酸性雨共同調査として実施したもので，近傍に

特定発生源のない調査地点において，国際標準手法によ

りモニタリングを行い，国内における酸性成分の湿性沈

着に関して量的な分布を把握することを目的とする。本

県においては丸森環境大気測定局で採取した湿性降下物

についてpH，ECの測定とイオン成分分析を行った。
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　航空機騒音に係る環境基準の達成状況等を把握するた

め，仙台空港及び航空自衛隊松島飛行場の周辺地域にお

いて表１２のとおり測定調査を実施した。環境基準の類型

指定地域内の自動測定局については，石巻局及び鳴瀬局

において環境基準をそれぞれ５２．１％，５１．８％超過してお

り，短期測定地点である定点については，仙台空港周辺

の４地点及び松島飛行場周辺の７地点の計１１地点全てで

超過した地点はなかった。
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　自動車交通騒音の実態を把握するため，高速自動車道

（東北自動車道，山形自動車道）及び県内主要幹線道路

の沿道等において表１３のとおり測定調査を実施した。高

速自動車道で等価騒音レベル（LAeq）の高い地点は，

昼間は山形自動車道沿道の川崎町で６６��，又，夜間は

東北自動車道沿道の三本木町で６５��であり，反対に最

も低い地点は東北自動車道沿道の蔵王町で昼間６３��，

夜間６２��であった。
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　新幹線鉄道騒音に係る環境基準の達成状況等を把握す

るため，東北新幹線鉄道沿線において表１４のとおり測定

調査を実施した結果，環境基準の達成率は２７．３％であっ

た。
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　「騒音に係る環境基準」に定める地域の類型を当ては

めるための基礎資料を得るために，表１５のとおり地域に

おける環境騒音の実態を調査した。その結果，村田町で

の環境基準の適合率は，昼間９４％（１地点超過），夜間

８８％（２地点超過：虫の影響による地点は除外）となっ

ており，環境基準を超過した原因を見ると，昼間は町道

豊田末広線の影響によるもので，夜間の２地点はいずれ

も東北自動車道の影響であった。

　小牛田町での環境基準の適合率は，昼間１００％，夜間

６２％（８地点超過）となっており，環境基準を超過した

原因は虫の声であった。
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　新幹線鉄道に係る環境保全対策指針値の達成状況を把

握するため，東北新幹線鉄道沿線で表１６のとおり測定調

査を実施した結果，全測定地点で指針値（７０�）を達成

していた。
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　騒音・振動に伴う苦情処理を行うため，表１７のとおり

苦情発生現場等において目的に応じた測定を実施した。

その結果，大河原町での低周波音は，室内で感覚閾値以

下であった。志波姫町での騒音・振動レベルは，スピー

ドアップ前と比べて殆ど変化していなかった。金成町と

利府町での騒音レベルは，要請限度と環境基準を超過し

ていなかった。女川町での低周波音は室内でわずかに可

宮城県保健環境センター年報　第２０号　２００２ －27－

備　　考測定件数測定地点項　目

通年測定２，１８０６長期測定地点

１週間１２地点
２週間１１地点

　２３８２３短期測定地点

２，４１８２９合　　計

備　　　　考測定件数測定地点項　目

１０分間隔で７日間連続５，０４０　５高速道路

１０分間隔２４時間連続　５７６　４一般道路

５，６１６　９合　　計

測定列車本数測定件数測定地点項　目

２４地点は２０本
２０地点は１７～１８本

８２８　４４騒　　　音

測定列車本数測定件数測定地点項　目

１２地点は２０本
１０地点は１７～１８本

４１４　２２振　　　動

測定列車本数測定件数測定
地点実施地域項目

１０分間隔２４時間連続，
用途地域（４種）

３，６００２５村田町
環 境
騒 音 １０分間隔２４時間連続，

用途地域（７種）
４，０３２２８小牛田町

７，６３２５３計
０．２秒間隔１０分間連続
を１地点５回づつ

１０４，９８５７村田町
発 生
音 源 ０．２秒間隔１０分間連続

を１地点５回づつ
１０５，０００７小牛田町

２０９，９８５１４計



聴音を感じるレベルであった。
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　公害防止条例に基づく悪臭に係る規制基準の適合状況

を把握するため，飼・肥料製造工場等を対象に表１８のと

おり立入検査を実施した。その結果，魚腸骨処理場では

１８％，鳥ガラ・フェザー処理場では１００％，強制発酵施

設では５０％規制基準を超過していた。
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　公害防止条例の特定施設に該当しないコンポスト施設

等で，悪臭の発生施設として規制を検討する必要が考え

られる施設について，表１９のとおり測定調査を実施した。

その結果，発酵槽内の臭気指数は１０以下～３８の範囲で

あった。また，換気口においては３３％（３件中１件）規

制基準（参考値）を超過していたが，敷地境界線におい

ては超過していなかった。
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�＊規制基準（参考値）：換　気　口　臭気指数２５

　　　　　　　　　　　　敷地境界線　臭気指数１０
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　「騒音に係る環境基準の評価マニュアル」が環境省か

ら示されたが，測定・評価手法の細部について検討し，

宮城県における環境基準達成状況調査方法マニュアルを

作成するため，県内の主要幹線道路１０地点について，

０．２秒間隔２４時間連続の騒音データを収集し，同時にレ

ベルレコーダーのチャートへ除外すべき音の種類を記録

した。その結果，LAeq，１０minに影響を与えるのは，改

造車の爆音や救急車のサイレン等通常は発生しない突発

音の８０��以上であり，LAeq，１０minに±１��以上の

影響を与えたのは，除外音の影響のあったLAeq，１０min

の５％程度であった。また，除外音の処理方法としては，

１日を通したLAeq，１０minの平均値と標準偏差が有効で

あることが示唆された。

　しかし，今回検討した結果は，データ数が少ないため

断定することは出来なかったが，今後データの蓄積と今

回提案した除外音処理方法の有効性について検討する必

要がある。
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　平成１４年度末を目途として実施中の第３次７５ホン対策

以降の新たな対策の検討に資するため，本県内において

７５デシベルを超える区間の実態を把握する目的で表２０の

とおり測定を実施した。その結果，委託測定した４０ヶ所

のうち，第１次，第２次及び第３次７５ホン対策区間につ

いて７５ホンを超過している所はなかった。

　しかし，環境基準との対比ではⅠ類型３７ヶ所の７４地点

において，基準である７０デシベルを超過しなかった所は

２５ｍ地点で１地点，５０ｍ地点で５地点の計６地点にとど

まっており，未達成の地点が多数であった。

　また補足調査を加えた計２，０００本の列車について解析

を行い，軌道構造の種類別に列車速度による騒音レベル

の予測式を作成した。

��������	
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－28－

検査件数工場等数業　　　　種

１１６魚 腸 骨 処 理 場

３１鳥ガラ・フェザー処理場

４２強 制 発 酵 施 設

１８９合　　　　　計

測　定　件　数工　場　・
事業場数業　　種

敷地境界線換気口発酵槽内

－２２２スーパーマーケット

－１１１介 護 施 設

２－２２養 牛 業

１－１１バーク堆肥製造業

３３６６計

備　　　　考測定件数測定地点実施地域

低周波音と騒音（し尿浄化
槽）

１２６大 河 原

室内・屋外の騒音・振動
（東北新幹線鉄道）

７２２志波姫町

１０分間隔で７日間連続測定
（東北自動車道）

１，００８１金 成 町

１０分間隔で７日間連続測定
（三陸自動車道）

１，００８１利 府 町

低周波音と騒音（冷凍機）８４女 川 町

２，１０８１４計

備　考測定列車本数測定件数測定地点項 目

計量証明事業者へ
測定を委託

１地点２ヶ
所につき２０
本

１，６００４０騒　音

解析のための補足
調査

１地点２ヶ
所につき２０
本

４００１０騒　音

２，０００５０合 計



　水質部の業務は，公共用水域の監視測定，工場・事業

場の排水測定，水質汚濁の調査及び研究を実施する他，

環境省委託事業を行っている。

　平成１３年度の業務内容を表１に示し，次にその内容を

述べる。
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業　　　　　　　　　務　　　　　　　　　名分　　　　類

�　公共用水域監視測定

１　一　般　業　務

�　水質自動測定局管理

�　工場・事業場規制測定

�　環境基準類型指定関連調査

�　釜房ダム水質保全対策事業

�　地下水水質監視測定

　イ　概 況 調 査

　ロ　定期モニタリング調査

　ハ　汚染井戸周辺調査

�　ゴルフ場排水実態調査

�　松島湾リフレッシュ事業環境改善効果評価調査

�　環境ホルモン実態調査

�　特別調査及びその他の緊急時調査

�　伊豆沼における栄養塩類の動態及びプランクトン類の消長に関する研究

２　調　査　研　究 �　環境共生を目指した健全な水環境に向けて　－鳴瀬川の水循環特性－

�　水中の溶存有機物の動態調査

�　化学物質環境汚染実態調査

３　環境庁委託事業

　イ　化学物質環境調査

　ロ　指定化学物質環境残留性検討調査

　ハ　非意図的生成化学物質汚染実態追跡調査

　ニ　底質モニタリング調査

　ホ　生物モニタリング調査

�　酸性雨モニタリング（陸水）調査

�　要監視項目水質調査

�　水生生物生息状況等調査

�　火山対策定点観測調査

４　そ　　の　　他 �　環境分析統一精度管理調査

�　保健環境センター排水自主検査
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　環境基本法に基づき，公共用水域の水質汚濁状況を把

握し，生活環境の保全向上を図る。

����������

　採水分析した実績は表２のとおりである。

����������

　分析項目について水質汚濁にかかる環境基準を超える

ものはなかった。
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　水質汚濁防止法に基づき，県民の健康と生活環境を目

的として，水質自動測定局により１海域における水質の

常時監視を行う。

����������

　測定実績は表３のとおりである。

�����������	
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　水質汚濁防止法及び公害防止条例に基づき，工場・事

業場からの排出水を監視測定する。

����������

　排水分析件数は表４のとおりである。

����������

　排水基準が適用される特定事業場の排水では延べ２３事

業場，延６項目で基準超過が認められた。
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　８水域について，環境基準点に対する流入支川等の影

響を把握し，環境基準類型あてはめ見直しのための基礎

資料とする。

����������

　水質分析件数は表５のとおりである。

����������

　８水域のうち５水域では感潮河川であることから，干

満による影響が水質（BOD）にみられた。
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　湖沼水質保全対策特別措置法に基づく釜房ダム貯水池

水質保全計画の見直しに必要な基礎資料を得る。

－30－

計海水浴場海　域河　川水 域 種 別
２０７８０１１９８分析検体数

２，０９３２３４１，７８０４９延分析項目数

��������	
�	��
����������
（　）内の数値は稼働率％　

COD濁　　度CLDOpH水　　温測定局測定水域

６，２９８
（８５．８％）

６，３５４
（８６．５％）

６，４２５
（８７．５％）

６，４２５
（８７．５％）

６，３４４
（８６．４％）

５，６４８
（７６．９％）七 ヶ 浜松 島

計本　庁気仙沼石　巻登　米栗　原大　崎黒　川塩　釜岩　沼仙　南公　所　名

２９２８４０４３２０２７４３１４２４２７４６実 施 件 数

１，４１４２９１８５１７８１１０１１０２７９５４１１０１６０１９９分 析 項 目

���������	
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計
延　分　析　項　目　数

検 体 数区　　　　　　分
その他の項目生活環境項目

６３４３８２２５２　５５河 川 水

��������	
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計
延　分　析　項　目　数

検 体 数区　　　　　　分
その他の項目生活環境項目

２，３５２１，５１２８４０８４ダ ム 湖 内 定 点 水 質 調 査

８４０５４０３００３０流入３河川流入部水質調査

２４２１５４８８１１ダム周辺地下水・湧水水質調査

３，４３４２，２０６１，２２８１２５計
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　水質分析件数は表６のとおりである。

����������

　ダム湖内では，５月から１０月に水温や溶存酸素の躍層

が形成され，下層での溶存酸素が低く，アンモニア性窒

素が高い状況がみられた。また，８月から９月には，表

層及び中層でクロロフィルａ濃度の著しい上昇が認めら

れた。

　ダム周辺の地下水・湧水の水質は，全窒素がCODや

全りんに比べ高い。また，COD，T－N，T－Pいずれも

懸濁態及び溶存態（ろ過態）とで殆ど差がなく，さらに

窒素では無機態窒素，特に硝酸性窒素が大半を占めてい

た。
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　地下水の汚染状況を把握するため，概況調査，定期モ

ニタリング調査及び汚染井戸周辺地区調査を行う。

����������

　水質分析件数は表７のとおりである。

����������

　環境基準を超過した検体はトリクロロエチレンが

７．７％（４／５２），テトラクロロエチレンが１９．２％（１０／５２），

１，１－ジクロロエチレンが１．９％（１／５２），シス－１，２－ジ

クロロエチレンが１．９％（１／５２），砒素が３１．６％（１２／３８），

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素が１７．２％（５／２９）であった。
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　暫定指導指針に基づいてゴルフ場の排出水に含まれる

農薬の量を把握する。

����������

　調査分析件数は表８のとおりである。

����������

　平成１３年度は指針値を超過した検体はなかった。
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　「松島湾リフレッシュマスタープラン」に基づく浚渫，

覆砂，下水道整備等の各種事業が水質等に与える改善効

果を評価する。

����������

　調査分析件数は表９のとおりである。

����������

　今年度から環境モニタリング（定点）分析を実施し，

１２年度に引き続き，櫃ヶ浦の水質調査を実施し，干潟の

浄化能力の評価の資料とした。
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計
分 析 検 体 数

分 析 項 目
汚染井戸周辺調査定期モニタリング調査概 況 調 査

　　８０　　０　　６５　　１５pH
　　５２　　０　　３７　　１５トリクロロエチレン
　　５２　　０　　３７　　１５テトラクロロエチレン
　　１５　　０　　０　　１５四塩化炭素
　　５２　　０　　３７　　１５１，１，１－トリクロロエタン
　　１５　　０　　０　　１５ジクロロメタン
　　５２　　０　　３７　　１５１，２－ジクロロメタン
　　５２　　０　　３７　　１５１，１－ジクロロエチレン
　　５２　　０　　３７　　１５シス－１，２－ジクロロエチレン
　　５２　　０　　３７　　１５１，１，２－トリクロロエタン
　　１５　　０　　０　　１５１，３－ジクロロプロペン
　　１５　　０　　０　　１５チウラム
　　１５　　０　　０　　１５シマジン
　　１５　　０　　０　　１５チオベンカルブ
　　１５　　０　　０　　１５ベンゼン
　　１５　　０　　０　　１５セレン
　　１５　　０　　０　　１５カドミウム
　　１５　　０　　０　　１５全シアン
　　１５　　０　　２　　１５鉛
　　１５　　０　　０　　１５六価クロム
　　３８　　０　　２３　　１５砒素
　　１５　　０　　０　　１５総水銀
　　１５　　０　　０　　１５アルキル水銀
　　１５　　０　　０　　１５PCB
　　２９　　０　　１４　　１５硝酸性窒素
　　２９　　０　　１４　　１５亜硝酸性窒素
　　１５　　０　　０　　１５フッ素
　　１５　　０　　０　　１５ほう素
　７９７　　０　３７７　４２０計
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　外因性内分泌攪乱化学物質（環境ホルモン）について，

環境汚染の実態や生物への影響調査を実施する。
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　調査件数は表１０のとおりであり，水・底質については

分析担当機関へ送付した。
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（　）：国からの委託数再掲　
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　緊急事態発生時における実態把握，原因究明等の行政

上必要な環境調査を行い，公共用水域の水質保全に資す

る。
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　水質分析件数は表１１のとおりである。

����������

　県内５市町（気仙沼市，本吉町，瀬峰町，名取市，亘

理町）で発生した６件の魚のへい死事故，鳴瀬川高pH，

雄勝町熊沢漁港いわし大量死事故及び鉛川流域水質につ

いて環境調査を実施した。
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　伊豆沼・内沼における栄養塩類の動態，プランクトン

－32－
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検 体 数測 定 農 薬 名検 体 数測 定 農 薬 名

　　４３メ タ ラ キ シ ル　　４３セ フ ェ ー ト
　　４３メ プ ロ ニ ル　　４３イ ソ キ サ チ オ ン
　　４３ア シ ュ ラ ム　　４３イ ソ フ ェ ン ホ ス
　　４３ジ チ オ ピ ル　　４３ク ロ ル ピ リ ホ ス
　　４３シ マ ジ ン　　４３ダ イ ア ジ ノ ン
　　４３テ ル ブ カ ル ブ　　４３ト リ ク ロ ル ホ ン
　　４３ト リ ク ロ ピ ル　　４３ピリダフェンチオン
　　４３ナ プ ロ パ ミ ド　　４３フ ェ ニ ト ロ チ オ ン
　　４３ピ リ ブ チ ル カ ブ　　４３イ ソ プ ロ チ オ ラ ン
　　４３ブ タ ミ ホ ス　　４３イ プ ロ ジ オ ン
　　４３プ ロ ピ ザ ミ ド　　４３エ ト リ ジ ア ゾ ー ル
　　４３ベ ン ス リ ド　　４３オ キ シ ン 銅
　　４３ベ ン デ ィ メ タ リ ン　　４３キ ャ プ ラ ン
　　４３ベ ン フ ル ラ リ ン　　４３ク ロ ロ タ ロ ニ ル
　　４３メ コ プ ロ ッ プ　　４３ク ロ ロ ネ ブ
　　４３メ チ ル ダ イ ム ロ ン　　４３チ ウ ラ ム
　　４３ペ ン シ ク ロ ン　　４３トルクロホスメチル

１，５０５計　　４３フ ル ト ラ ニ ル

備　　考分析項目検体数調 査 内 容

魚への毒性試験
２回含む

　　７７１４魚のへい死事故

　１６　６鳴 瀬 川 高 p H

　１７　７
雄勝町熊沢漁港い
わし大量死事故

　８８２５鉛川流域水質

１９８５２計

備　　　考分析項目数検　体　数

８カ所　１６ポイント　年６回１，２００８０環 境 モ ニ タ リ ン グ （ 定 点 ）

９月１７日から１８日１，９８８１２１櫃 ヶ 浦 夏 期 調 査

３月１８日から１７日３８０３８櫃 ヶ 浦 冬 期 調 査

３，５６８２３９計

計
調　　査　　件　　数

検　体　名
地　下　水海　　域ダム湖沼河　　川

３（　３）１（　１）１（　１）１（　１）水

１（　１）１（　１）底　　　質

４（　４）１（　１）２（　２）１（　１）計
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類の消長に関する実態を明らかにし，富栄養化防止対策

の基礎資料を得る。

����������

　分析件数は表１２のとおりである。
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　伊豆沼，内沼とも偶数月に調査を実施し，１２月には伊

豆沼において二枚貝（からす貝）の生息分布もあわせて

調査した。
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　＊プランクトンの「その他」は動物，植物プランクトンの定
性・定量調査を実施した数値である。
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　河川の上流から下流までの総合的な水循環機構の実態

を把握し，持続ある健全な水循環の確保に資する。
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　分析件数は表１３のとおりである。
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　上・中・下流の３流域ごとに水循環機構を検討した。

今後は河口地域を含めた水循環模式図等の作成を行う。
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　海域や湖沼における有機汚濁の原因のうち，溶存有機

物の各成分の存在比を把握するため，樹脂による化学的

分画を行い，その動態を明らかにする。
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　分画に使用する３種類の樹脂についての精製方法の検

討及びDOC濃度と２６０nmでの吸光度の相関について検討

した。
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　樹脂の精製についてはDOC濃度の低減化を図る方法

を確立した。また，DOC濃度と２６０nmでの吸光度につい

ては中程度の相関関係が得られたので，DOC濃度測定

を補完する方法として２６０nmでの吸光度の測定を実施す

ることとした。
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　化学物質の環境中における残留性及びその経年的な汚

染実態を把握する。

����������

　松島湾等の定点において水質，底質，生物の試料を採

取し，前処理した後，検体を指定分析機関へ送付した。

検体採取件数は表１４のとおりである。

　化学物質環境調査ではニトロベンゼン等６項目，指定

化学物質環境残留性検討調査では１，４－ジオキサン等３

項目，非意図的生成化学物質汚染実態追跡調査ではPCB

（総量）等２５項目，底質モニタリング調査ではPCB等２０

項目，生物モニタリング調査ではPCB（総量）等１８項目

をそれぞれ対象として調査を行った。
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　酸性雨による湖沼の中長期にわたる影響を把握するた

め，モニタリング調査の対象となっている桑沼について

採水・分析を行い，湖沼の水質のデータを継続的に収集，

検討する。なお，本調査の一環として精度管理調査も併

せて実施する。
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　水質分析件数は表１５のとおりである。
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分 析 項 目
検体数調　査　名

計そ の 他生活環境項目

７６０３４０４２８４３水 質 等 調 査

５４５４－５４プランクトン

８１４３９４４２８９７計

備　　　考
検　　体　　数

調　査　名
計生物底質水質

松島湾３地点，６項目６０３３化学物質環境調査

松島湾３地点，３項目６０３３指定化学物質環境
残留性検討調査

松島湾、北上川各１地
点、２５項目４２２０非意図的生成化学物

質汚染実態追跡調査

松島湾１地点，２０項目１０１０底 質
モニタリング調査

松島湾１地点，１８項目１１００生 物
モニタリング調査

１８３９６計

分 析 項 目
検　体調　査　名

計そ の 他生活環境項目

１２０１０４１６８水 質 調 査

１１道県市アンケート調査

　 分 析 項 目　
検体数　調査区分　

計その他の
項 目

生活環境
項 目

１２２１００２２１６湖 内 表 面 水

１０９１１精度管理調査

１３２１０９２３１７計
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　有害物質による公共用水域・地下水の汚染を未然に防

止するため，要監視項目の適正な監視を行い，検出状況

等の推移を把握する。
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　水質分析件数は表１６のとおりである。
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　指針値（ただし，CNP，ニッケル及びアンチモンにつ

いて現在，値は設定されていない。）を超えて検出され

た検体はなかった。
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　公共用水域での有害物質の水生生物への影響を把握す

るため，水生生物の生息状況を調査するとともに，水環

境中の化学物質の測定を行い，水生生物保全の観点から

の水質目標の検討に資する。
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　二迫川，鉛川，迫川及び北上川において，水質分析を

行った。水質分析件数は表１７のとおりである。
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　３地点において亜鉛，カドミウムが検出された。
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　宮城県地域防災計画の主旨に基づき，県内４火山（蔵

王，栗駒，鬼首，鳴子）について定点観測調査を行い，

火山対策に資する。
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　分析件数は表１８のとおりである。
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　蔵王火山は「次第に衰退する活動の中の周期的な活動

期」にあり，その他の火山は安定している。
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　環境省主催の調査に参加して，環境測定分析の精度の

向上を図り，測定データの信頼性の確保に資する。
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　模擬水質試料としては「COD（化学的酸素要求量）」，

「全窒素」，「全燐」及び「環境ホルモン等」の２種類の

試料が設定された。
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　「COD」，「全窒素」及び「全燐」の３項目を選択し，

参加した。
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　「下水道法第１２条の１１」の規定に基づく排水水質測定

義務のうち揮発性有機化合物の検査を実施する。
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　年１２回，２ケ所，延べ２６４項目について分析した。
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　基準値を超えることはなかった。

－34－

分 析 項 目
検体数調査回数地点数区　分

計生活環境項目要監視項目

６２４５２５７２２６２１３公共用水域

１２０１０１１０５１５地 下 水

７４４６２６８２３１３１８計

検体数測 定 項 目検体数測 定 項 目

１０イ ソ プ ロ チ オ ラ ン１０亜 鉛

１０クロロタロニル（TPN）１０銅

１０プ ロ ピ ザ ミ ド１０カ ド ミ ウ ム

１０E P N１０シ マ ジ ン

１０ジクロロボス（DDVP）１０チ オ ベ ン カ ル ブ

１０フェノブカルブ（BPMC）１０イ ソ キ サ チ オ ン

１０イプロベンホス（IBP）１０ダ イ ア ジ ノ ン

１０クロルニトロフェン（CNP）１０フェニトロチオン（MEP）

１６０計

計ガス分析項目水質分析項目検体数種　類

２４５２１２２４８温 泉 水

６２６５６２湖 沼 水

３３０１硫 気 孔

４７０４７２そ の 他

３５７３０３２７１３計



　平成１３年度の主要事業は，①食品営業施設取締指導事

業における検査（収去検査），②食中毒防止総合対策事

業，③結核・感染症発生対策事業，④水系感染症対策事

業，⑤酸性雨環境モニタリング調査事業，⑥温泉保護対

策事業，⑦環境衛生事業，⑧その他の行政検査，⑨調査

研究，および⑩地域保健関係職員研修事業である（表

１）。
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　食品衛生法第１７条に基づく収去品の検査を実施した。

基準不適合件数は，細菌検査項目６０件，理化学検査項目

７件，合計６７件であった。
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　食品衛生法第２７条の規定により，原因究明のため事件

数１９件，検体数４２０件について検査を実施した。検出細

菌の詳細は，微生物部の頁に掲載した。
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　「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関す

る法律」第６条及び同法第１５条の規定により，類型二類

細菌性赤痢，三類腸管出血性大腸菌感染症について，合

計１３４検体で起因菌究明のための検査を実施した。検出

細菌の詳細は，微生物部の頁に掲載した。
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検査項目数検体数事　　　　　　　業　　　　　　　名分　　類

�　食品営業施設取締指導事業

１　行政検査

２，３７２１，１０３　イ　収去検査（細菌検査）

１，３６９５８９　ロ　収去検査（理化学検査）

３，７４１１，６９２小　　計

３，３６０４２０�　食中毒防止総合対策事業

�　結核・感染症発生対策事業

１３４１３４　イ　感染症発生時の調査

７０３５　ロ　結核管理家族等の調査

３，５６４５８９小　　計

１８６�　水系感染症対策事業

１８９６３�　酸性雨環境モニタリング調査事業

３２１６�　温泉保護対策事業

８１８１９４�　環境衛生事業

８８９２００�　その他の行政検査

９，２５１２，７６０合　　計

�　経 常 研 究

２　調査研究
３３６６　イ　食品中食品添加物検査法の効率化の検討

１，１８８９９　ロ　水道施設における生物学的水質調査

１，５２４１０５合　　計

延べ２０人＊９コース地域保健関係職員研修事業３　そ の 他
＊古川支所分を含む　
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　結核予防法第４，５，２３，２４条および第２５条の規定に

よる，管理検診，定期外検診等により採取した喀痰３５件

について検査を実施した。陽性検体は認められなかった。
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　「水道におけるクリプトスポリジウム暫定対策指針」

に基づき水系感染症予防対策の資料とするため，平成１３

年６月２１日に飲料水源６施設を対象に糞便性指標菌検査

を行い，うち２施設から検出された。
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　県内の酸性雨の状況および地域特性を明らかにするた

め，平成１３年６月１９～２０日，同９月４～５日に，全県一

斉酸性雨調査を実施した。詳細については，大気部の頁

に掲載した。
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　温泉の適正な利用と衛生指導に資するため，平成１３年

８月２２日，同９月１９日，同１０月４日に温泉水の基準に

沿った細菌学的水質について５施設（１６検体）の検査を

実施した。２検体で基準不適合があった。
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　「遊泳用プールの衛生基準」及び，「公衆浴場の水質基

準」による衛生指導の資料を得るため，平成１３年７月１７

日から同１１月２１日までの間に，プール４２施設（１２３検体），

公衆浴場３１施設（７１検体）の水質を検査した。そのうち

プール水では５検体で，また公衆浴場水では４検体で基

準不適合があった。
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　保健環境行政を推進するための調査事業。食品検査に

関しては輸出品の品質管理，国体開催に伴う食品の安全

確保や法改正に伴う魚介類の調査に係る検査を，環境衛

生に関してはコインランドリー施設の細菌汚染検査を

行った。また，平成１３年１１月７日および１５日に実施した

国民栄養調査事業に参加し，血液検査業務に関して技術

の提供を行った。
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　すじこ・たらこ等蛋白質を多く含む食品に添加される

タール系着色料の精製は極めて困難であり，TLCによる

分析精度が不良であるため，２種の前処理法と短時間に

感度良く分析できるHPLC条件を検討した。

������������	
��
�����

�川崎町，蔵王町及び白石市におけるろ過施設を有して

いない６施設について水質調査を実施した。その結果，

従属栄養細菌数の把握は，水道原水の安全性を確保する

ための良好な指標となることが推察された。
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　試験検査の精度と信頼性を確保するための各種の研修

事業。平成１３年５月から平成１４年２月までの間に，新任

者研修，現任者研修，精密分析機器研修等を実施した。

延べ参加者は２０名であった。（古川支所分を含む）

－36－



　平成１３年度の主要事業は，①食品営業施設取締指導事

業における検査（収去検査），②食中毒防止総合対策事

業，③結核・感染症発生対策事業，④水系感染症対策事

業，⑤酸性雨環境モニタリング調査事業，⑥温泉保護対

策事業，⑦環境衛生事業，⑧その他の行政検査事業，⑨

調査研究，および⑩地域保健関係職員研修事業である

（表１）。
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　食品衛生法第１７条に基づく収去品の検査を実施した。

基準不適合件数は，細菌検査項目１４１件，理化学検査項

目４件，合計１４５件であった。
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　食品衛生法第２７条の規定により，原因究明のため事件

数１７件，検体数６５７件について検査を実施した。検出細

菌の詳細は，微生物部の頁に掲載した。
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　「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関す

る法律」第６条及び同法第１５条の規定により，類型三類

腸管出血性大腸菌感染症について，合計２５４検体で起因

菌究明のための検査を実施した。検出細菌の詳細は，微

生物部の頁に掲載した。
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　結核予防法第４，５，２３，２４条および第２５条の規定に

よる，管理検診，定期外検診等により採取した喀痰１８件

について検査を実施し，陽性検体は確認されなかった。
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検査項目数検体数事　　　　　　　業　　　　　　　名分　　類

�　食品営業施設取締指導事業

１　行政検査

２，１８１８４０　イ　収去検査（細菌検査）

５７６２８６　ロ　収去検査（理化学検査）

２，７５７１，１２６小　　計

３，９４２６５７�　食中毒防止総合対策事業

�　結核・感染症発生対策事業

２５４２５４　イ　感染症発生時の調査

３６１８　ロ　結核管理家族等の調査

２９０２７２小　　計

５７１９�　水系感染症対策事業

１８１６５�　酸性雨環境モニタリング調査事業

２０４１０２�　温泉保護対策事業

４５９１４５�　環境衛生事業

１，０４７２９６�　その他の行政検査事業

８，９３７２，６８２合　　計

�　経常研究
２　調査研究

８９４７８　イ　水道施設における生物学的水質調査

延べ２０人＊９コース地域保健関係職員等研修事業３　そ の 他

＊試験検査部分を含む　
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　「水道におけるクリプトスポリジウム暫定対策指針」

に基づき水系感染症防止の資料とするため，平成１３年６

月１３日に飲料水源１９施設を対象に糞便性指標菌検査を実

施した。検出施設は確認されなかった。
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　県内の酸性雨の状況および地域特性を明らかにするた

め，平成１３年６月１９～２０日，同９月４～５日に全県一斉

酸性雨調査を実施した。詳細については，大気部の頁に

掲載した。
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　温泉の適正な利用と衛生指導に資するため，平成１３年

８月１日，２日，２０日，同９月１０日，１１日に温泉水の基

準に沿った細菌学的水質について４１施設（１０３検体）の

検査を実施し，２０検体の基準不適合があった。
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　「遊泳用プールの衛生基準」及び，「公衆浴場の水質

基準」による衛生指導の資料を得るため，平成１３年７月

２４日から同年１０月２日までの間に，プール２１施設（５５検

体），公衆浴場３５施設（９０検体）の水質を調査した。そ

のうちプール水では１検体，公衆浴場水では１検体が基

準不適合であった。
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　保健環境行政を遂行するための調査事業。国体開催に

伴う食品の安全確保のための弁当検査や法改正に伴う生

食用魚介類の腸炎ビブリオ検査を実施した。また平成１３

年１１月８日に実施した国民栄養調査事業では血液検査業

務を，平成１３年４月２６日から平成１４年３月１４日までに計

１９回実施した健康増進事業では心電図および肺活量につ

いて技術の提供を行った。
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�鳴子町，岩出山町，涌谷町及び南郷町におけるろ過施

設を有していない６施設について水質調査を行った。そ

の結果，従属栄養細菌数の把握は，水道原水の安全性を

確保するための良好な指標となることが推察された。
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　試験検査の精度と信頼性を確保するための各種の研修

事業。平成１３年５月から平成１４年２月までの間に，新任

者研修，現任者研修，精密分析機器研修等を実施した。

延べ参加者は２０名であった。（試験検査部分を含む）
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